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教育委員会の事務の点検及び評価について 

１ 教育委員会の事務の点検及び評価の導入について 

「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」第２６条の規定により，平成２０年度

から，各教育委員会は，毎年，その権限に属する事務の管理及び執行の状況について，

自らが点検及び評価を行い，その結果に関する報告書を作成し議会に提出するとともに

公表することとされました。また，この点検評価にあたっては，学識経験者の知見の活

用を図ることとされました。 

芦屋市教育委員会では，法の趣旨に則り，効率的な教育行政の推進に資するとともに，

市民への説明責任を果たすために，前年度に行った事務の管理及び執行の状況について

点検及び評価を実施しました。 

《参考》地方教育行政の組織及び運営に関する法律(抄) 

（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等) 

第２６条 教育委員会は，毎年，その権限に属する事務（前条第１項の規定により教育

長に委任された事務その他教育長の権限に属する事務（同条第４項の規定により事務

局職員等に委任された事務を含む。）を含む。）の管理及び執行の状況について点検及

び評価を行い，その結果に関する報告書を作成し，これを議会に提出するとともに，

公表しなければならない。 

２ 教育委員会は，前項の点検及び評価を行うに当たつては，教育に関し学識経験を有

する者の知見の活用を図るものとする。
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２ 平成２８年度（２７年度事業）教育委員会の事務の点検及び評価 

（１）趣旨 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２６条に基づき，効率的な教育行政の推

進に資するとともに，市民への説明責任を果たしていくため，芦屋市教育委員会の事務

の管理及び執行の状況について点検及び評価（以下「点検・評価」という。) を実施する。 

（２）点検及び評価の対象 

  平成２７年度の教育委員会運営状況及び事務事業の状況 

（３）点検及び評価の方法 

今回の点検及び評価は，「芦屋市教育振興基本計画」に基づく「平成２７年度芦屋の教

育指針」に掲げる教育施策の重点目標に添って事務事業を分類し，それぞれの事務事業

についての評価と，課題・方向性の検証を行いました。 

（４）学識経験者の知見の活用 

点検及び評価の実施にあたっては，その客観性を確保するため，教育に関して学識経

験を有する方々に依頼し，教育委員会事務局内で行った点検及び評価についてご意見を

いただいております。 

○ 浅野 良一 氏 

   略 歴 

兵庫教育大学大学院教授（教育実践高度化専攻，学校経営コース） 

   教育活動･････学校組織マネジメント，学校評価，教育施策の立案と評価 

   社会活動･････芦屋市，明石市，西脇市，兵庫県教育委員会点検・評価外部委員他 

○ 槇谷 正人 氏 

   略 歴 

摂南大学経営学部教授（経営学科：専門 経営戦略，経営組織，経営哲学） 

教育活動･････戦略と組織のマネジメント 

社会活動･････テクノロジーとマーケティングを繋ぐ組織間連携リエゾン他 
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Ⅰ 教育委員会の活動状況（平成２７年度） 

１ 教育長及び教育委員               （平成２８年3月末現在） 

職  名 氏  名 任  期 

教 育 長 福 岡 憲 助 平成 27.4.1～平成30.3.31 

教育長職務代理者 木 村 雅 史 平成 24.10.2～平成28.10.1 

委  員 浅 井 伊都子 平成 24.10.2～平成28.10.1 

委  員 松 本 朋 子 平成 25.10.1～平成29.9.30 

委  員 小 石 寛 文 平成 27.12.6～平成31.12.5 

 ２ 教育委員会の開催状況 

   開催回数  定例会１２回  臨時会9回  

区 分 月  日 付 議 案 件 

第１回 ４月１０日 芦屋市教育委員会事務局事務分掌規則等の一部を改正する規則

の制定について 他 9件 

第２回 ５月 ８日 平成２７年度芦屋市心身障害児適正就学指導委員会委員の委嘱

又は任命について 他 9件 

第３回 ６月 ５日 芦屋市教育振興基本計画策定委員会設置要綱の一部を改正する

要綱の制定について 他 1件 

第４回 ７月１０日 公民館に指定管理者制度を導入することについて 他２件 

第５回 ７月２４日 芦屋市文化財保護審議会への諮問について 他２件 

第６回 ８月 ７日 芦屋市社会教育関係登録団体の承認について 

第７回 ８月２１日 平成２７年度教育委員会の事務の点検及び評価報告書の作成に

ついて 他４件 

第８回 ８月２７日 精道中学校生徒の転落事案について 

第９回 ９月 ４日 芦屋市文化財保護審議会委員の委嘱について 他１件 

第１０回 １０月 ２日 芦屋市青少年問題協議会委員の委嘱について 他３件 

第１１回 １０月３１日 芦屋市学校教育審議会の設置について 

第１２回 １１月 ６日 平成２８年度芦屋市立小中学校教職員異動方針について 

他１件 

第１３回 １１月２０日 平成２７年度教育委員会関係補正予算について 他２件 

第１４回 １２月 ４日 芦屋市立美術博物館協議会委員の委嘱について 他３件 

第１５回 １２月１８日 公民館に指定管理者制度を導入することについて 
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第１６回 １月 ８日 公民館に指定管理者制度を導入することについて（継続審議） 

他１件 

第１７回 １月２２日 芦屋市学校教育審議会委員の委嘱又は任命及び諮問について 

他２件 

第１８回 ２月 ５日 平成２８年度教育費当初予算案について 他１件 

第１９回 ２月１９日 芦屋市指定文化財（芦屋神社境内古墳）の指定について 

他５件 

第２０回 ３月 ４日 平成２８年度芦屋市立小・中学校管理職の人事異動に係る兵庫

県教育委員会への内申について 他２件 

第２１回 ３月１８日 芦屋市立学校園医・学校園歯科医・学校園薬剤師の委嘱につい

て 他４件 

議案件数     ３４件 

   専決報告     １７件 

   報告       ２１件 

３ 教育委員会委員の主な活動状況 

（1） 研修等 

名  称 月  日 

全県教育委員会研修会 平成２７年 ５月２０日 

兵庫県女性教育委員の会研修会 平成２７年 ６月３０日 

芦屋市校園長等夏季研修会 平成２７年 ８月 ７日 

芦屋市立学校教頭夏季研修会 平成２７年 ８月１９日 

近畿市町村教育委員研修大会 平成２７年１０月１３日 

市町村教育委員会研究協議会 平成２７年１１月１２日・１３日 

阪神７市１町教育委員会連合会研修会 平成２７年１１月２５日 

（2） 教育委員会関連事業 

○ 入学（園）式・卒業（保育）証書授与式 

   幼稚園 小学校 中学校 

入学（園）式 ４月１0日 ４月 ９日 ４月 ８日 

卒業（保育）証書授与式 ３月１７日 ３月１８日 ３月１0日 
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○ 運動会・音楽会・文化祭など 

   幼稚園 小学校 中学校 

運 動 会 

体 育 大 会 

１０月 ３日 

１０日 

１７日 

５月３０日 

６月 ６日 

９月２６日 

１０月１７日 

９月１８日 

生活発表会 ２月１３日   

音 楽 会 

 １１月 ７日 

２１日 

２８日 

総合文化祭   １１月１４日～１６日 

  ○ 学校訪問 

オープンスクール 

市内各校 合同授業研究発表会 

そ の 他 随 時 訪 問 

  ○ その他関連事業 

名  称 月  日 

仕事初め式 平成２８年 １月 ４日 

成 人 式 平成２８年 １月１１日 

（3） その他 

○ 教育トーク  

  テーマ 学校・家庭・地域が育てる“あしやっ子” 

校 区 会 場 月 日 参加人数 

山手中校区 山手中学校 

８月２0日 

４２人 

精道中校区 精道中学校 ６０人 

潮見中校区 潮見中学校 ２８人 

４ 教育委員会活動の情報発信 

○ 教育委員会の開催日時，会議記録を芦屋市ホームページに掲載している。 
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Ⅱ 教育指針 

教育施策の6つの重点目標及び取組の方向性等 

１ 「豊かな人間力｣をはぐくむために，考える力や創造性を伸ばす教育を進めます 

＜取組の方向性＞ 

 (１) 基礎的・基本的な知識・技能を活用する学力向上方策の充実を図り，「確かな学

力」を確立します。 

(２) 人間形成の基礎となる道徳性など「豊かな心」の育成に取り組みます。 

(３) 体育・スポーツ活動や健康教育・食育を推進し，「健やかな体」の育成に取り組

みます。 

(４) 子ども一人一人の障がいの状態や発達段階・特性等に応じた指導の充実に取り

組みます。 

＜平成２７年度の主な取組＞ 

 ○ 学習指導要領の改訂の動向を見据えながら，学校教育活動を進めるとともに，「ア

クティブ・ラーニング（主体的・協働的な学び）」に取り組んでまいります。 

 ○ 幼稚園教育では，「遊び」や「生活」などの実体験による学びを重視した，「生き

る力」の基礎の育成に努め，実践，研究を進めてまいります。 

 ○ 児童生徒の学力向上では，算数・数学の学習指導員や理科推進員（小学校）を配

置するとともに，全国学力・学習状況調査の結果等を踏まえ，学力向上に向けた

取組を進めます。 

 ○ 教育の情報化では，授業におけるタブレット端末の活用について研究を行い，学

びの充実を図るとともに，ＩＣＴ機器の活用を通して，更なる授業の改善に取り

組んでまいります。 

 ○ 道徳教育では，教育活動全体の中に位置づけ，内容や指導方法等について改善・

充実を図ります。 

 ○ 学校給食では，「学校給食における食物アレルギー対応マニュアル」（第２版）に

基づき，より一層安全安心な給食の実施に取り組んでまいります。 

 ○ 特別支援教育では，障がいのある子どもの発達段階や特性，教育的ニーズを十分

に把握し，「個別の教育支援計画」「個別の指導計画」に基づき，合理的配慮によ

る支援を進めるとともに，共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム

構築についての研究も進めてまいります。 
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２ 命と人権を大切にする教育の充実に取り組みます 

＜取組の方向性＞ 

 (１) 自らの命を守る安全教育に加え，震災の教訓を生かし，語り継ぐ芦屋の防災教

育を推進します。 

 (２) 人権尊重の理念に基づく「共生」の心をはぐくむ教育に取り組みます。 

 (３) いじめ，不登校等の課題に適切に対応するため，子どもたちの「心」を支える

システムやネットワークの充実に取り組みます。 

＜平成２７年度の主な取組＞ 

 ○ 震災から得た教訓を生かし，震災を語り継ぐとともに，人間としての在り方，生

き方を考えさせる防災教育に取り組みます。 

 ○ 一人一人がそれぞれ違った人間であり，認めあうべき存在であるという認識にた

ち，同和問題が人権問題の重要な柱であると捉えつつ，女性，子ども，高齢者，

障がいのある人，外国人等の人権に関わる課題の解決に向けて，教育活動全体

を通じて総合的に人権教育に取り組みます。 

 ○ 帰国・外国人児童生徒の望ましい教育のあり方について研究を進め，支援体制の

充実を図ります。 

 ○ 生徒指導では，児童生徒の内面理解を深め，こころの通い合う生徒指導体制を整

備するとともに，学校だけでは対応が困難な事案に対して，弁護士や県の学校

支援チーム等を積極的に活用し，適切に問題解決が図れるよう取り組みます。 

 ○ いじめ問題への対応については，「芦屋市いじめ防止基本方針」及び各校の「学

校いじめ防止基本方針」に基づき，いじめの根絶に向けて組織的に取り組みま

す。 

 ○ 不登校児童生徒への対応については，個に応じた指導・援助の工夫・改善に継続

的に取り組み，児童生徒の学校復帰を支援します。 

 ○ 児童生徒の安全確保については，「通学路交通安全プログラム」により，地域・

関係機関と連携し，定期的な通学路の点検を実施し，安全確保に努めてまいり

ます。 

３ 信頼され魅力ある学校園づくりに取り組みます 

＜取組の方向性＞ 

 (１) 教職員の資質・実践的指導力の向上をめざし，教職員研修の充実を図ります。 

 (２) 教員が子どもと向き合う時間を確保します。 

 (３) 快適で魅力ある学習環境を整えます。 

 (４) 小中間の連携を強化する取組を推進します。 
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 (５) 幼稚園における子育て支援を進めます。 

 (６) 「開かれた学校園づくり」を進めます。 

＜平成２７年度の主な取組＞ 

 ○ 教職員の専門性や実践的指導力の向上，社会の変化に対応した教育観を培うこと

をめざす研修の充実に努めます。 

 ○ 校務支援システムの活用等により，校務を効率化するなど，引き続き，子どもと

向き合う時間を確保してまいります。 

 ○ 小学校施設の整備では，打出浜小学校のグラウンドの大規模改修工事，岩園小学

校の普通教室棟の増築工事に着手します。また，浜風小学校の大規模改修工事に

向けて，実施設計を行うなど教育環境の充実を図ります。 

 ○ 学校給食では，学校給食費の一元管理及び公会計化を進めるとともに，平成２７

年１０月からの潮見中学校の給食開始に向けて，引き続き潮見中学校の給食棟新

築工事を行うほか，山手中学校の建替えに係る基本設計・実施設計を行います。 

 ○ 幼稚園施設の整備では，岩園幼稚園の建替え工事に着手するとともに，西山幼稚

園のトイレ改修工事を行ってまいります。 

 ○ 小中連携では，取組をすべての中学校区で推進し，充実に努めます。 

４ 自ら本を手に取り，本が好きな子どもを育てます 

＜取組の方向性＞ 

 (１) 読書活動の充実に継続的に取り組み，自ら本を手に取り，楽しんだり，活用し

たりする本が好きな子どもを育てます。 

 (２) 学校図書館の環境整備を進め，学校図書館の活性化を図ります。 

 (３) 公立図書館と連携した教育活動を推進します。 

＜平成２７年度の主な取組＞ 

 ○ 読書活動では，「子どもに読ませたい図書リスト４００選」（改訂版）の更なる活

用と学校図書館を活用した授業を進めます。 

 ○ 学校園における読書活動では，市立図書館や読書ボランティア等との連携を強化

し，協働して読書推進に係る事業を実施するなど，「ブックワーム芦屋っ子」の

育成と「子ども読書の街づくり」に積極的に取り組みます。 

 ○ 市立図書館では，児童図書の収集を重点的に行い，本と子どもを結びつける事業

を通して，子どもの読書推進に努めます。 

５ 学校園・家庭・地域が連携して，子どもたちの育成を支えます 

＜取組の方向性＞ 
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 (１) 学校園と地域の諸団体や企業等をネットワークで結ぶ仕組みづくりを拡充しま

す。 

 (２) 子どもたちが安全で安心できる活動拠点を提供します。 

 (３) 家庭に関わる教育の重要性の浸透を図ります。 

＜平成２７年度の主な取組＞ 

 ○ 美術博物館では，子どもを含む家族を対象とした事業の実施や，市内の教育機関

と連携し，子どもが芸術・文化に触れる機会の充実に努めます。 

 ○ 青少年健全育成事業では，平成２７年３月に策定した子ども・若者計画に基づい

て関係事業の進行管理を進めます。また，愛護委員会，小中学校，幼稚園，保

育所等と連携して，登下校の見守りをはじめとする街頭巡視活動やあいさつ活

動を実施します。 

 ○ 精道小学校，山手小学校，潮見小学校において放課後児童体験事業を実施し，放

課後の子どもたちの居場所の充実を図ります。 

 ○ ＰＴＡを中心とした学校支援活動では，全市的な活動につながるよう支援し，学

校園，家庭，地域が連携して子どもたちの育成を支える活動を推進します。 

６ 「いつでも，どこでも，だれでも」参画できる生涯学習社会づくりを推進します 

＜取組の方向性＞ 

 (１) 生涯学習基盤の整備・拡充を図ります。 

 (２) 社会教育と学校園との連携を拡充します。 

 (３) 様々な機会を生かした，学習成果発表の場を構築します。 

 (４) 「芦屋市スポーツ推進実施計画」による施策を展開します。 

＜平成２７年度の主な取組＞ 

 ○ 谷崎潤一郎記念館では，谷崎潤一郎の没後５０年・生誕１３０年という節目の年

にあたり，美術博物館とともに阪神沿線７館の合同企画として行う春の特別展を

皮切りに，谷崎文学とゆかりの地である本市の魅力発信に努めます。 

 ○ 美術博物館では，平成１３年から実施してきたアートバザールの装いを新たにス

タートさせるほか，谷崎潤一郎記念館とともに新しい取組での事業を実施し，市

民が親しみを持って集い・楽しみ・繋がる美術博物館となるよう努めます。 

 ○ 富田砕花旧居では，市民に，より一層親しみを持って活用される施設を目指し，

改修を進めます。 

 ○ スポーツ施策では，平成２６年度から平成３５年度までの「スポーツ推進実施計

画」に基づき，事業を進めます。 

 ○ 体育館・青少年センター等の改修工事を行い，スポーツ施設の保全と整備に努め

ます。 



Ⅲ　事務事業に対する点検及び評価の結果
１　豊かな「人間力」をはぐくむために，考える力や創造性を伸ばす教育を進めます

学識経験者(浅野氏) 学識経験者(槇谷氏）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価

各園で，「豊かな心」グ
ループと「健康な体」グ
ループに分かれ，研究会を
実施した。公開保育をとお
し，教師の援助の在り方や
幼児の内面の読み取りにつ
いて考え合い，講師から指
導助言を受け，それぞれの
保育に生かしていくよう取
組を進めた。

園内研究会
各園10数回
グループ研究会
４回

モデル校（園）を指定し，
幼児期から児童期への円滑
な接続のための接続期カリ
キュラム作成に向けた取組
を実施した。市指定研究会
で，幼児期の学びについ
て，幼稚園全教諭と，保育
所（園），小学校の教職員
も参加し実施した。

保・幼・小合同研
修会3回
保・幼合同研究会
2回
保・幼・小交流会
及び連絡会２回
市指定研究会1回

特別支援教育研究会を実施
した。

公開保育3回
全体会1回

各園で未就園児交流会，3
歳児対象親子ひろば，園庭
開放等を実施した。

各園年間10回程
度

地域の未就園の幼児とその保
護者に，幼稚園施設を開放
し，園児と一緒に遊ぶ場を提
供した。特に，3歳児の居場
所づくりとして3歳児対象親
子ひろばを不定期ではある
が，実施するとともに，平成
27年度で廃園となる浜風幼
稚園では，4歳児クラスがな
くなったため，在園児との異
年齢交流体験ができるよう3
歳児親子ひろばを週1回開催
した。

地域の子育て世代に対する
子育て支援や保護者支援な
ど，子どもの居場所づくり
として幼稚園施設を有効活
用する取組が求められてい
ることから，その充実を
図っていきたい。

取組・成果 事　　務　　局

幼児期が人格形成の基礎に
なることを踏まえ，身体と
心のつながりを考えた指導
の在り方を研究していく。
また，接続期カリキュラム
の実践編を作成し，カリ
キュラムを完成させ，幼児
期と児童期とが円滑につな
がるよう取り組む。
特別支援教育では，研究会
での連携に加えて，互いに
保育や授業を参観するな
ど，理解を深める連携を目
指す。

各園での研究会で幼児理解を
深めてきた活動は大いに評価
できる。特に，幼児期が人格
形成の基礎となることを踏ま
え，3歳児対象の親子ひろ
ば，園庭解放などの居場所づ
くりは有意義な取組である。
今後さらに各関係機関との連
携を深め，活動の充実を期待
する。

学校教育課

事務事業名

幼稚園教育推
進事業

園内研究会は年間を通して保
育を見合い，協議を積み上げ
てきた。グループ研究会で
は，視点を明確にして研究討
議を進め，幼児理解を深める
ことができた。
幼児期と児童期の学びや，教
育環境の違いについて，研究
会や交流会をとおして相互理
解を深めることができた。さ
らにこれらをまとめて，接続
期カリキュラムの作成に取り
組み，理論編を作成すること
ができた。
特別支援教育研究会ではすく
すく学級，保育所，小中学校
や保健センター等関係各機関
にも参加を呼びかけ，連携を
図った。

事　業　内　容

研究会や交流会の計画的実
施，接続期カリキュラムの理
論編が作成されたことは評価
できる。未就園児交流会や3
歳児対象親子ひろばの実施も
評価でき，今後なお一層各園
が地域の子育て支援センター
的役割として，子どもの居場
所づくりとしての取組の充実
に期待する。

所管課名

「教育のまち　芦屋」のス
タートとしての幼稚園教育
の充実を目指し，各園での
保育研究，環境整備，地域
との連携，保護者への啓発
等の推進を支援した。
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学識経験者(浅野氏) 学識経験者(槇谷氏）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価

取組・成果 事　　務　　局
事務事業名 事　業　内　容 所管課名

チューター（学習指導員）
を小中学校に，また理科推
進員を小学校に配置し，学
力差の解消に向けた支援を
した。

チューター全小中
学校に配置
理科推進員全小学
校に配置

小中学校において「学力向
上パワーアッププラン」を
実践した。

全小中学校
11校

「学力向上研究支援プラン
」研究校を指定し，研究の
成果を公開し，普及に努め
た。

自主課題研究３校
中学校合同研究3
校

全国学力・学習状況調査を
小学校6年，中学校3年を
対象に全校で実施した。

全小中学校
11校

小中学校教員が相互に授業
研究会等に参加し，教育内
容や方法について相互に理
解を深めた。

小中学校教員が相
互の学校へ訪問す
る平均回数1回以
上

中学校ALT（外国人言語指
導助手）を配置した。

1校平均
118日

地域人材（英語の話せる指
導者）を活用し，小学校に
おける外国語活動を実施し
た。

1学級35時間

小学校外国語活動アンケー
トを実施した。

これからも英語を
使ってみたいと思
う児童の割合
92.2％

日本語指導ボランティアを
配置した。（フィリピノ
語・スペイン語・ロシア
語・中国語）

配置人数9人
対象児童生徒9人
配置日数160日

中学校の英語暗唱，スピー
チコンテストを実施した。

参加人数６６名
（発表者１３名）

小学校の外国語活動につい
ては，担任と地域の指導者
との打合せの時間の確保が
課題である。また，今後，
小学校の外国語の教科化に
向けて，教員の指導力のス
キル向上が一層求められ
る。
中学校の英語暗唱・スピー
チコンテストは，時間的な
制約から，希望者全員が本
選に参加できなかったこと
から，開催時間の設定等に
工夫が必要である。
日本語指導が必要な外国人
児童生徒に対する日本語指
導や学力補充については，
市全体で体制の整備を進め
る必要がある。外国籍の児
童生徒が増加傾向にあるこ
とから，日本語指導ボラン
ティア等支援者の確保が課
題となる。

全国学力・学習状況調査の
結果分析を踏まえ，各学校
では自校の課題を明らかに
し，その後の指導の改善に
努めていく。
教育の情報化では，タブ
レット端末の活用の研究を
行い，学びの充実を図る。
また，全ての教科でアク
ティブラーニングに取り組
むなどさらなる授業の改善
に取り組む。
中学校合同授業研究会等の
機会に加えて，小学校の授
業研究会への中学校教員の
参加を促していくことで，
小中学校の教員の相互交流
の機会を増やしていく。

学校教育課

学力向上支援事業では，
チューターによる指導補助
が，児童生徒の学力格差の解
消に大きな成果をあげてい
る。また，小中学校の教員の
相互交流による連携を深めて
いる点も大いに評価できる。
今後，教育の情報化や，アク
ティブラーニングへの取組な
ど，授業改善活動に積極的な
取組を期待する。

国際化に向けた人材の育成と
中学校の英語教育の活性化を
図るため，県立学校と連携し
た取組は今後も成果を生み出
すものと評価できる。中学校
ALT，地域人材の活用も，
効果的な取組であり，大いに
評価できる。今後は，外国籍
の児童生徒が増加傾向にある
ことから，日本語指導ボラン
ティア等支援者の確保の体制
整備を期待する。

学校教育課

国際理解教育
推進事業

学力向上支援
事業

チューターによる算数数学の
指導補助や理科推進員の実験
観察の補助等，きめ細かな指
導は，児童生徒の学力格差の
解消に大きな成果をあげてい
る。
チューターの配置効果につい
ては検証調査を実施し，結果
を十分に分析し，その後の指
導の改善に役立てることがで
きた。
各学校では，「学力向上パ
ワーアッププラン」｢学力向
上研究支援プラン｣等，教師
の指導力，資質向上を目指し
た研究を計画的に実施した。
中学校授業研究会や教科等研
究会では，小中学校の教員が
指導の内容や方法を交流しあ
うことで，互いの連携を深め
ることができた。

ALTや地域人材を配置するこ
とで，児童生徒が正しい発音
で英語を聴いたり，会話を楽
しむ場を提供することができ
た。また，小中学校の外国語
の指導に連続性をもたせるよ
う，小中合同の研修会を実施
し，相互の意見交流がしっか
り行えるようにした。
日本語指導が必要な児童生徒
への支援については，日本語
指導ボランティアを計画的に
配置した。
国際化に向けた人材の育成と
中学校の英語教育の活性化を
図るため，県立学校と連携
し，中学生が英語の暗唱やス
ピーチを競い合うコンテスト
を実施することができた。

チューターや理科推進員の配
置により，児童生徒へのきめ
細やかな指導がなされ，結
果，学力格差の解消に大きな
成果を上げていることは評価
できる。また，小中学校教員
が相互に授業研究会に参加し
ていることも評価できる。今
後は，授業のある場面におけ
るタブレット端末の有効活用
やアクティブラーニングの実
践に期待する。

県立学校と連携し，中学生の
英語コンテストを実施したこ
とは評価できる。今後開催時
間の設定等工夫を凝らし，よ
り充実したものに発展するこ
とを期待する。
英語の話せる地域人材を小学
校の外国語活動に活用したこ
とや日本語指導ボランティア
を配置したことも評価でき
る。今後は増加傾向にある外
国籍児童生徒への日本語指導
等の対応の維持・充実を期待
する。

児童生徒が，学習指導要領
に示された内容を理解し，
基礎基本となる学力を身に
つけるよう支援する。

外国人言語指導助手を中学
校に配置する。
外国語活動を全小学校5・
6年生で実施する。
日本語指導が必要な児童生
徒へ日本語指導ボランティ
アを配置する。
中学生英語暗唱・スピーチ
コンテストを実施する。
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学識経験者(浅野氏) 学識経験者(槇谷氏）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価

取組・成果 事　　務　　局
事務事業名 事　業　内　容 所管課名

道徳教育担当者会を実施し
た。

担当者会1回
11人

研究会，研修会を開催し
た。

小中間での道徳の
時間の相互参観，
合同研修の実施校
小学校８校
中学校3校

環境教育推進
事業

幼児児童生徒が，体験的な
学習活動を通じて，命の営
みやつながり，命の大切さ
を学び，豊かな心をはぐく
む環境教育を推進する。

小学校3年生を対象に里
山・田や畑・水辺・地域の
自然において環境体験事業
を全小学校で実施した。

各校3又は4回
（昨年度実績各校
３～４回）

児童の実態を踏まえ，新鮮な
発見が得られるように各学校
が工夫して事業の充実を図っ
た。テーマ性を持ち，市内に
ある自然（川や浜など）の定
点観察等を通して，地域の自
然の良さや大切にしようとす
る意識を高めることができ
た。

よりよい環境体験が行える
よう，活動場所や活動プロ
グラムについて，新しい視
点で考えたり活動内容の工
夫を行う。またその中で，
活動プログラムに合った地
域の指導者の発掘にも努め
ていく。

テーマを持った市内の自然の
観察を通して，地域の自然を
大切にする意識の高揚は評価
できる。今後は，活動プログ
ラムに合った地域の指導者の
発掘を期待する。

環境教育推進事業は，命の大
切さと豊かな心を育むための
環境体験は非常に重要であ
り，活動プログラムの継続的
な改善は大いに評価できる。
今後は実施後の活動から学ん
だことを共有する場を設ける
ことを期待する。

学校教育課

自然学校推進
事業

豊かな自然の中で，登山・
動植物や星の観察・野外炊
事，物作り等を実施し，感
動する心や集団生活におけ
る協力する気持ち，自己を
見つめる力の向上を図る。

自然学校推進事業を実施し
た。

参加率99.４％
（昨年度実績参加
率100％）

活動内容の見直しや事前・事
後の学習内容の工夫・改善に
より，事業の精選，充実を
図った。
豊かな自然の中での様々な活
動により，児童が多くの感動
の体験を味わうことができ
た。また，集団生活の中で，
協力することの大切さに気付
くことができた。

環境体験との関連を図りな
がら，児童の実態を踏まえ
た体験活動を系統的に進め
ていく必要がある。ここ数
年，バス代等が高騰してき
ていることから，限られた
予算内で効果的な体験活動
ができるよう，今後も事前
準備，事後指導も含めプロ
グラムのさらなる精選が必
要である。

児童生徒がほぼ全員参加して
いることは評価できる。活動
内容の見直しや事前・事後の
学習内容の工夫・改善によ
り，事業の精選，充実を図っ
た結果だと思われる。今後も
児童生徒が感動する体験の充
実を期待する。

自然学校推進事業は，事前・
事後の継続的な学習内容の工
夫・改善は評価できる。今
後，限られた予算内での効果
的な体験活動の追求を期待す
る。

学校教育課

トライやる・
ウィーク推進
事業

中学生が地域社会の中で
様々な体験活動を通して，
豊かな感性や創造性を身に
つける。

職場体験，福祉体験，芸術
文化活動，幼児教育等の活
動を実施した。

受入101事業所
（昨年度実績98
事業所）

中学生が地域のボランティア
の方々の指導のもとで，5日
間，充実した活動を行うこと
ができた。
アンケート調査では，「活動
が充実していた」と回答した
生徒が87%，「働くことの
大切さ，厳しさ，楽しさを感
じた」生徒が91％と，高い
割合となった。

この事業が単なる職場体験
ではなく，「心の教育の充
実」を目指した事業である
ことをさらに啓発していく
必要がある。また，事業所
の確保については，生徒の
希望をできるだけかなえる
ためにも，今後も新規事業
所の開拓を進めていくこと
が必要である。

生徒のアンケート結果におい
て肯定的評価が昨年度より増
加したこと，また受入事業所
が昨年度より３事業所増えた
ことが評価できる。今後も生
徒のニーズにあった事業所の
確保，新規開拓を進めること
を期待する。

中学生が，職場体験，福祉体
験，芸術文化活動，幼児教育
等，多岐に渡る活動を実践で
きたことは大いに評価でき
る。今後も，新規事業所の開
拓により，地域に根ざした心
の教育の充実につながる活動
になることを期待する。

学校教育課

道徳の教科化に向けて，指
導法やその評価についての
研究を進めていく必要があ
り，小中間で授業公開・指
導の相互交流を，今後も積
極的に進めていく必要があ
る。打出教育文化センター
と連携し，教員研修の機会
を増やすとともに，各学校
においても，講師を招いて
の研修を充実させていく。

各校が，道徳教育の年間指導
計画を作成し，家庭・地域・
児童生徒の実態に応じた指導
を行った。道徳の授業研究会
は全校で実施した。文部科学
省や兵庫県の副読本を積極的
に活用し，授業研究に取り組
むことができた。

学校教育課
道徳教育推進
事業

年間指導計画の作成を通し
て，家庭・地域・児童生徒の
実態に応じた指導を行ったこ
とや，道徳の授業研究会全校
実施，副読本を積極的に活用
した授業研究に取り組めたこ
とは評価できる。今後は道徳
の教科化に伴って，指導法や
評価についての研究と職員研
修を充実させていくことを期
待する。

学校に対し，学習指導要領
に対応した道徳の全体計画
及び年間指導計画の作成を
指導する。教職員対象の研
修を行い，指導力の向上を
図る。
また，兵庫版道徳副読本の
活用を推進し，児童生徒及
び保護者の道徳性の育成を
図る。

児童生徒及び保護者の道徳性
の育成を図るため，継続的に
研究会，合同研修会を開催し
てきた点は大いに評価でき
る。また，各校で生徒の実態
に応じたきめ細かな指導も成
果をあげている。今後の課題
は評価の基準づくりのため，
授業公開・指導の相互交流を
深めることを期待する。
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学識経験者(浅野氏) 学識経験者(槇谷氏）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価

取組・成果 事　　務　　局
事務事業名 事　業　内　容 所管課名

文化体育振興
事業

催事を通して，幼児児童生
徒の文化体育活動への意欲
の高揚及び学校園教育の市
民への周知を行う。自由研
究・教育活動展の開催及び
自由研究冊子作成，中学校
総合文化祭，造形教育展，
芦屋市吹奏楽連盟演奏会の
開催，総合体育大会開会式
の運営を行う。

教育活動展をはじめ，文化
教育活動にかかる事業内容
の充実を図った。

教育活動展の出品
数355点
（昨年度実績
330点）

作品の展示や発表，表彰等を
行うことにより，子どもたち
の活動意欲の向上が図れた。
保護者や地域の方に，子ども
たちの作品や幼稚園の教育活
動を発表することで，学校園
教育への理解をより深めても
らうことができた。中学校総
合体育大会は，昨年度に続
き，開会式と競技を同一日，
同一会場で行ったことで，効
率的な運営ができた。

今後も幼児児童生徒の文
化・体育活動に係る発表の
機会を確保するとともに，
事業内容の精選にも取り組
んでいく。小学校において
市内８校の代表が集うス
ポーツ交流大会の新たな開
催を目指す。

教育活動展の出品数が昨年度
より増加した点や，作品の展
示や発表，表彰等を行うこと
で，子どもたちの活動意欲の
向上が図れた点は評価でき
る。今後も発表機会の確保と
事業内容の精選，新規事業の
成功に向けた取組を期待す
る。

作品の展示や発表，表彰等を
行うことにより，子どもたち
の活動意欲の向上が図れた点
は大いに評価できる。同時
に，学校園教育への理解をよ
り深めてもらうことができた
ことも大きな成果である。

学校教育課

学校体育振興
事業

スポーツテストの実施と結
果の分析等，体力向上に向
けた取組を実施する。

体力テストの実施，結果の
分析を行い，児童生徒の体
力向上をめざした授業研
究・啓発を実施した。
幼小連携を図り，幼児児童
の成長を継続的にとらえた
授業づくりの研究を行っ
た。

体力テストで，8
種目中，全国平均
を上回った種目数
約1種目
（昨年度実績
約1種目）

体力テストの結果を分析し，
各校の実態に応じた授業づく
りを検討する場を設けた。学
校園の教員が互いに授業や保
育を参観し，幼小間の体力向
上に係る取組の交流を深める
ことができた。幼児児童の体
力向上に向けた系統的な指導
についての研究を合同で進め
ることができた。

体力テストの質問項目を検
討し，実態の詳細な把握に
努め，体力向上に効果的な
授業づくりに活かす。幼小
間の体力向上に係る保育，
授業の公開と交流を進めつ
つ，体力の伸びについて研
究を進める。

結果分析をし，各校の実態に
応じた授業づくりを検討する
場が設けられたことは評価で
きる。また，体力向上に向け
た系統的な指導の研究を合同
で進めたことも評価できる。
今後も効果的な授業づくりと
校種を超えた交流を通して，
児童生徒の体力向上に取り組
んでいただきたい。

幼小連携を図り，幼児児童の
成長を継続的にとらえた授業
づくりの研究を行ったこと
は，非常に評価できる。ま
た，体系的な指導の合同研究
も意義深い。

学校教育課

学校保健関係
事務事業

学校園医健診及び業者によ
る健診の実施，医師会，歯
科医師会，薬剤師会との研
修会，学校保健大会等を通
じての健康教育の保護者・
地域への周知を行う。

健康診断を実施した。
養護教諭，養護員と，学校
医，学校歯科医，学校薬剤
師の研修会に向けて事前ア
ンケートを実施する等し，
より効果的な情報交換の場
となるように工夫した。

実施率100％
（昨年度実績
100％）

平成28年度からの健康診断
の実施方法の改正に向け，関
係機関と協議を行い，検診が
円滑に実施できるよう，準備
を整えることができた。

平成27年度に変更された健
康診断の内容で実施し，明
らかになってきた課題につ
いて関係機関と協議を行
い，平成28年度に向けを適
切に対応できるよう準備を
進める。

平成28年度からの健康診断
の実施方法の改正に向け，関
係機関と協議を行い，準備が
整えられていることは評価で
きる。さらに準備を進め，明
らかになった課題等に適切に
対応することを期待する。

健康診断の実施方法の改正に
向け，検診が円滑に実施でき
るように整えたことは評価で
きる。今後，新たな課題への
取組は，関係機関と情報共有
を可視化したうえで協議する
ことを期待する。

学校教育課

学校給食展を2日間開催し
た。

参加人数476人
（昨年度実績
446人）

食育授業参観を行い，交流
した。衛生管理について研
修会を年1回開催した。

食育研修会
参加延べ10人
（昨年度40人）
衛生研修会1回
参加55人

学校給食が安全，安心に実
施できるよう，アレルギー
対応マニュアルの改訂を
行った。

食物アレルギー対
応研修会参加33
人

学校給食を活用した食育の
さらなる充実を目指すとと
もに，学校給食異物混入対
応マニュアルの見直しを行
う。また，小学校において
も給食費の公会計化の円滑
な実施に向けて体制整備を
進める。

潮見中学校で，学校給食が開
始され，それに伴いランチ
ルームの整備ができたことは
高く評価できる。また，給食
費の取り扱いを公会計とし，
そのシステム構築ができたこ
とも評価できる。今後は小学
校においての公会計化実施に
向けた体制整備，異物混入対
応マニュアルの見直しを進め
ていただきたい。

学校給食関係
事務事業

潮見中学校で，学校給食が開
始できた。あわせて給食費の
取り扱いを公会計とし，その
システムを構築することがで
きた。
食中毒や異物混入対策につい
ては，研修会を開催し，衛生
管理の徹底に努めた。学校給
食展では，食に関する展示に
工夫を加える等，内容の充実
を図った。食物アレルギー対
応については，マニュアルを
一部改訂し，あわせて危機管
理意識を高める研修を実施し
た。給食理事会や学校給食展
では，試食会や保護者との協
議の機会を設け，学校給食の
取組を広く発信することがで
きた。

学校教育課

衛生管理の徹底のため，継続
的な研修会を開催してきたこ
とは大いに評価できる。ま
た，給食理事会や学校給食展
では，試食会や保護者との協
議の機会を設けてきたことも
本質的な問題を未然に防止す
る上の活動として評価でき
る。今後は，早急に学校給食
異物混入対応マニュアルの見
直しを期待する。

食育推進に努め，食育全体
計画・年間指導計画を作成
する。
食育授業研究会等，小学校
と中学校の連携を深める。
研修を通して，栄養教諭・
学校栄養職員の資質向上を
図る。
学校給食の安全な実施のた
め，O-157及び食中毒の
予防，給食施設等の衛生管
理指導を行う。食物アレル
ギー対応マニュアルの改訂
と実行ある取り組み方につ
いて検討しながら推進す
る。
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学識経験者(浅野氏) 学識経験者(槇谷氏）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価

取組・成果 事　　務　　局
事務事業名 事　業　内　容 所管課名

市特別支援教育センターへ
の相談件数

150件
（昨年度実績
173件）

専門指導員の巡回指導回数
354回
（昨年度実績
460回）

学校園への支援員等の
配置人数

32人
（昨年度実績28
人）

小中学校コーディネーター
研修会の開催（幼小中合同
研修会年3回を含む）

１１回
（昨年度実績12
回）

幼稚園特別支援教育研修会
の開催

2回
（昨年度実績2
回）
幼小中合同3回を
含めると5回

芦屋市心身障害児適正就学
指導委員会を開催した。

本会議2回
専門部会４回
対象児童生徒１５
名
（昨年度実績　本
会議2回，専門会
議７回）

特別支援教育センターでは，
センター長が常駐する体制を
維持することで，学校園に対
する迅速な支援が図れた。セ
ンターと各校園，関係機関と
の連絡会，情報交換会等の回
数を増やし，内容の充実を
図った。また，専門指導員の
指導のもと，幼児児童生徒の
実態把握に努め，個別の指導
計画に基づいた具体的な支援
に取り組むことができた。

学校教育課

特別支援教育
運営振興事業

インクルーシブ教育システム
構築に向けて，県立芦屋特別
支援学校と連携し，全市的に
ユニバーサルデザインの授業
の研究や教材開発に取り組む
ことができた。通常学級で障
がいのある子どもを指導する
際に必要な基礎的環境整備や
合理的配慮の在り方，子ども
への支援の在り方について研
究を行った。あわせてコー
ディネーター会を充実させる
ことで，学校園における理解
と研究の促進を図った。

特別支援教育
推進事業

学校教育課

専門指導員の指導のもと，幼
児児童生徒の実態把握に努
め，個別の指導計画に基づい
た具体的な支援のきめ細かな
取組は評価できる。今後は，
センターを核として関係機関
とのネットワークを構築する
ことで，学校園に対する支援
強化を期待する。

インクルーシブ教育システ
ム構築に向けて，特別支援
教育コーディネーターや担
当者だけでなく，通常学級
担任の特別支援教育に関す
る理解や意識を高めるとと
もに，ユニバーサルデザイ
ンの授業や教材教具の工夫
改善を図っていく。
県立特別支援学校のセン
ターと連携し，学校園間で
のスクールクラスター等の
活用を図り，早期から一貫
して，支援の必要な子ども
一人一人の教育的ニーズの
対応に努める。

障がいのある子どもと，そう
でない子どもが，可能な限り
同じ場で学ぶことができるこ
とを追究してきたことは意義
深い活動として評価できる。
今後，県立特別支援学校のセ
ンターとの連携と，早期から
一貫して，支援の必要な子ど
も一人一人の教育的ニーズへ
の対応を期待する。

特別支援教育センターにおい
てセンター長が常駐する体制
を維持することで，学校園に
対する迅速な支援が図れたこ
とは評価できる。また，専門
指導員の指導のもと個別の指
導計画に基づいた支援に取組
めたことも評価できる。今後
は，各学校園に対する支援強
化のために市特別支援教育セ
ンターを核としたネットワー
クの構築を期待する。

県立芦屋特別支援学校と連携
し，全市的にユニバーサルデ
ザインの授業研究等ができた
ことは評価できる。今後は，
スクールクラスター等を活用
し支援の必要な子ども一人一
人の教育的ニーズに対応でき
る体制を構築していただきた
い。

特別な支援を必要とする幼
児児童生徒の保護者及び教
職員を対象にした教育相談
体制の充実を図る。
学校園に介助員や支援員等
を配置し，幼児児童生徒の
生活面や学習面の支援の充
実を図る。

共生社会の形成に向けたイ
ンクルーシブ教育システム
構築の理念に基づき，障が
いのある子どもととそうで
ない子どもが，可能な限り
同じ場で学ぶことができる
ことを追究するとともに，
ユニバーサルデザインの授
業研究や教材開発に取り組
む。すべての教職員を対象
とした研修会を実施し，発
達障がい等への理解を深め
る。

各学校においては，合理的
配慮を進めるための研究や
研修を行うとともに，保護
者との教育相談を計画的に
進めていく。また，市特別
支援教育センターにおいて
はセンターを核として関係
機関とのネットワークを構
築することで，学校園に対
する支援強化に努めてい
く。
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Ⅲ　事務事業に対する点検及び評価の結果
２　命と人権を大切にする教育の充実に取り組みます

学識経験者(浅野氏) 学識経験者(槇谷氏）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価

人権教育担当者会を実施し
た。

担当者会1回
11人

研究会，研修会を開催し
た。

4回
参加人数337
人

芦屋市生徒指導連絡協議会
を開催した。

協議会開催11
回
（昨年度実績
11回）

児童生徒の問題行動を把握
し，適切な指導を実施し
た。

小学校82件，
中学校443件
（昨年度実績
92件，539
件）

全ての学校が「いじめに関
するアンケート調査」を実
施し，いじめ防止に取り組
んだ。

いじめに関する
アンケートを複
数回実施した学
校
小学校8校
中学校3校

在籍児童生徒へ学校復帰を
目指した指導を行った。

部分復帰7人
完全復帰3人
（昨年度実績
部分11人，完
全１人）

担当者会，研修会等を開催
した。学校訪問やケース会
議の参加等により，不登校
児童生徒への支援について
助言した。

担当者会2回,研
修会1回

適応教室在籍児童生徒の保
護者への教育相談を行っ
た。学期毎に保護者会，懇
談会を開催した。

期末懇談会 2回
教育相談281
回
家庭訪問 12回

取組・成果 事　　務　　局

学校に対し人権教育の全体
計画及び年間指導計画の作
成を指導する。
教職員が研修を通して，指
導力の向上を図れるように
する。また，県内の研修会
への参加を指導し教職員の
人権意識の向上につなげ
る。

児童生徒の健やかな成長を
支援する取組を推進する。
芦屋市生徒指導連絡協議会
を開催し，近隣校や保護
者，地域，関係機関との連
絡を密にする。生徒指導担
当を中心に登校指導や巡回
指導を行う。

小中学校の不登校児童生徒
で，適応教室在籍児童生徒
に対し，学校復帰に導く指
導を行う。
在籍児童生徒の保護者への
教育相談及び保護者会を開
催する。
引きこもり傾向の児童生徒
への家庭訪問による支援を
行う。小中学校・関係機関
との連携を図る。

事　業　内　容事務事業名

学校教育課

市内の不登校児童生徒が増
加傾向にあることから，適
応教室からの各学校への訪
問指導を定期的に実施する
など，適応教室が各学校の
不登校対策を積極的に支援
する体制を構築する。
また，研修等を通して，各
学校のカウンセリング機能
の充実を図る。
家庭の事情や本人及び保護
者の精神的状態など学校や
適応教室だけでは対応が難
しい事案については，関係
機関との連携を，一層，強
化していく。

学校との連携を密にした個別
支援により学校への部分復
帰・完全復帰を実現できたこ
とは評価できる。
今後は，復帰に有効な支援の
あり方を検証するとともに，
家庭・学校・高校との連携を
強化し，より幅広い関係機関
との連携を期待する。

いじめ防止とその解決に向け
た指導の徹底のため，全校で
「いじめに関するアンケー
ト」を複数回実施したことは
評価できる。今後はスクール
ソーシャルワーカーの配置を
進めるとともに，これまで同
様各関係機関と連携し，早期
発見・早期対応に努めていた
だきたい。

芦屋市生徒指導連絡協議会を
開催し，近隣校や保護者，地
域，関係機関との連絡を密に
することで，児童生徒に係る
様々な問題に対して早期発
見，早期対応を行うことがで
きたことは大いに評価でき
る。今後は，設置した「いじ
め防止審議会」により，市や
学校の取組を検証することを
期待する。また，問題を発見
するだけでなく，未然に防止
するための課題を発見するた
めの活動も期待する。

学校教育課

所管課名

各学校が独自の課題を明確に
し，自律的に研修ができるよ
うな支援体制の構築や，今日
的な状況を踏まえた研修に取
り組んでいることは評価でき
る。
今後も人権侵害について，子
どもたち自身が主体的に考え
ていく機会を設けていただき
たい。

学校教育課
人権教育推進
事業

インターネットを介した人
権侵害の問題への対応とし
て，各学校が外部講師を招
いての研修を実施するケー
スが増えてきた。ネットに
よる人権侵害の問題につい
て，子どもたち自身が主体
的に考えていく機会を積極
的に設けていきたい。

生徒指導対策
事業

芦屋市生徒指導連絡協議会を
開催し，各学校や保護者，地
域，関係機関との情報交換等
を行うことで，児童生徒に係
る様々な問題に対して早期発
見，早期対応を行うことがで
きた。また，学校だけで解決
が難しい事案に対しては，市
弁護士，県学校支援チーム等
と連携して，解決を図ること
ができた。
また，全校で，「いじめに関
するアンケート」を複数回実
施し，いじめ防止とその解決
に向けた指導の徹底を図っ
た。

策定した「芦屋市いじめ防
止基本方針」に基づき，い
じめ防止対策を徹底して行
うとともに，設置した「い
じめ防止審議会」により，
市や学校の取組を検証して
いく。
また，学校だけでは解決で
きない事案が増加してきて
いる現状を踏まえ，スクー
ルソーシャルワーカーの配
置に向けた準備を進める。

適応教室実施
事業

学校との連携を密にし，家庭
訪問，個に応じた学習指導や
進路指導，登校支援，季節ご
との行事等の充実により，１
０名の児童生徒が学校へ部分
復帰又は完全復帰できた。高
校との連絡会に参加し，卒業
生に係る情報交換を行い，そ
の後の進路指導等の参考とす
ることができた。
また，適応教室の指導員の研
修会を毎学期行うことで，指
導方法の工夫改善や情報の共
有を図ることができた。

学校との連携を密にすること
で１０名の児童生徒が学校へ
部分復帰又は完全復帰できた
ことは大いに評価できる。今
後は，対応が難しい事案につ
いては，できる限り早期の段
階から，関係機関との連携
を，一層，強化していくこと
を期待する。

児童生徒の人権意識の高揚
と，実践的な態度の育成を目
指して，各学校が独自の課題
を設定し，研修を実施した。
また，引き続き全小中学校で
人権作文に取り組み，人権作
文集「ふれあい」を発行し
た。また，幼稚園・小学校。
中学校の教職員を対象にＬＧ
ＢＴ研修会を行った。

人権教育担当者会の実施と，
研究会，研修会の開催で，児
童生徒の人権意識の高揚が図
れたものと評価できる。今後
は，ネットによる人権侵害の
問題への対応と，LGBTへの
理解を期待する。
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学識経験者(浅野氏) 学識経験者(槇谷氏）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価

取組・成果 事　　務　　局
事　業　内　容事務事業名 所管課名

カウンセリン
グセンター管
理運営事業

専門カウンセラー，電話相
談員が対応した教育相談に
よって児童・生徒の健全育
成に資する。対象は，児
童・生徒・教師・保護者。

芦屋市カウンセリングセン
ターに業務委託し実施し
た。

電話相談
99件，
面接相談
245件
(昨年度実績
電話124件，
面接261件)

専門カウンセラー，電話相談
員と，学校，教育委員会が連
携を密にすることで，指導が
円滑に進められた。専門知識
を持つ相談員と話をすること
で，相談者が安心感を持って
話すことができた。

カウンセリングセンターに
寄せられる相談と，学校，
教育委員会へ寄せられる相
談とが関連している事案に
ついては，情報共有や指
導・支援の方向性の統一な
ど，今後も連携を強化して
指導を進める。

カウンセリングセンターに寄
せられる相談に対して真摯に
対応し，連携・指導につなげ
られていることは評価でき
る。
今日的な課題を踏まえ，より
関係機関と連携できるような
体制づくりを期待する。

芦屋市カウンセリングセン
ターに業務委託が安定して運
営されていることは評価でき
る。今後は，学校，教育委員
会などと情報共有や指導・支
援の連携を強化することを期
待する。

学校教育課

各学校園で様々な場面を想
定した避難訓練を実施し，
子どもや教職員の防災意識
を高めるように努めた。

避難訓練実施回
数
幼稚園88回
小学校30回
中学校６回
計124回
（昨年度実績
幼稚園94回
小学校37回
中学校５回）

各学校園で「1.17は忘れな
い」の集いを実施した。

全学校園

教職員が，防災に関する知
識，技能を身につけること
により，危機管理能力の向
上を図る。
また，防災安全課と連携し
た防災訓練を実施する。
県の「震災・学校支援チー
ム（EARTH）」等の活用
により，園児児童生徒の防
災に関した実践的な態度や
能力の育成に努める。

防災教育推進
事業

学校教育課

防災マニュアルを見直し改訂
版が配布されたことや，避難
所として，各学校園における
開設当初の部屋の割振りを決
めておくようにしたことは評
価できる。今後も震災の記憶
を風化させない取組と，避難
所班としての行動マニュアル
の作成をすすめていただきた
い。

地域の実態に合わせた避難訓
練が定着してきた。また，岩
園小学校を避難施設として土
砂災害時の地域の避難訓練に
防災安全課と連携し実施し
た。1月15日または，17日
に全学校園で避難訓練や追悼
式等を行い，震災を語り継ぐ
取組を行った。
「いのち」を守る防災マニュ
アルを見直し，地震発生時の
学校園の対応，大津波警報発
令時の水平避難施設の明示，
及び避難所開設運営上の留意
事項について芦屋市地域防災
計画と整合性を図り，改訂版
を教職員，関係機関に配付し
た。
また，避難所として，各学校
園における開設当初の部屋の
割振りをあらかじめ決めてお
くようにした。

阪神淡路大震災について，
今後も震災を語り継ぐこ
と，「自分の命を自分で守
る」という意識を育んでい
くことが重要である。
大津波警報発令時の避難の
仕方については，避難施設
を決め，避難時の配慮事項
について学校園への周知は
図ったが，避難所班として
の行動マニュアルの作成が
必要である。これを基に，
避難所指定の学校園ごとの
マニュアルを整備してい
く。

地域の実態に合わせた避難訓
練が定着してきたことから，
避難所として，各学校園にお
ける開設当初の部屋の割振り
をあらかじめ決めておくよう
にしたことは大いに評価でき
る。今後は，避難所班の行動
マニュアルの作成が早急に必
要である。

16



学識経験者(浅野氏) 学識経験者(槇谷氏）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価

取組・成果 事　　務　　局
事　業　内　容事務事業名 所管課名

芦屋市交通安全プログラム
に基づき山手小学校，岩園
小学校，朝日ケ丘小学校の
通学路を道路課，建設総務
課，芦屋警察，学校関係
者，ＰＴＡ，地域の方で合
同点検を行い改善を進めて
いる。
交通安全教室（幼稚園），
歩行訓練（小学１年生），
自転車教室（小学４年生，
中学生全学年）を開催し
た。

交通安全教室
１6回
歩行訓練８回
自転車教室1２
回
（昨年度実績
１８回，8回，
１３回）

CAP（子どもへの暴力防止
プログラム）講習会を開催
した。

参加者数
小学校3年生
 759人
保護者156人
教職員152人
（昨年度実績
小学校3年生
 781人
保護者142人
教職員135
人）

教職員対象の普通救命講習
会を実施した。

参加者数 72人
（昨年度実績
98人）

青色回転灯付
装備車による
下校時の安全
見守り事業

防災安全課が所管する青色
回転灯付装備車による下校
時の安全見守りのうち，山
手中学校区について実施す
る。

青少年センター（月・金）
と学校教育課（火，水，
木），生涯学習課（火，
水，木）で実施。
他校区は市職員等で実施。

小学校下校時
200回程度

青色回転灯付装備車による子
ども見守りパトロールは，児
童の安全確保および犯罪に対
する抑止力に効果があった。
今後も継続して行うことが必
要である。

地域のボランティアによる
見守りと学校の登下校指
導，行政の啓発活動が連携
していく仕組みづくりにつ
いて検討すると共に，地域
に応じた見守りが行われる
よう取組を進めないといけ
ない。

子ども見守りパトロールが，
児童の安全確保はもとより地
域の犯罪防止に役立ってお
り，評価ができる。
今後は，その効果を地域に啓
発することで，地域の協力を
より得られるようにすること
を期待する。

青色回転灯付装備車による子
ども見守りパトロールは，継
続して行うことで，児童の安
全確保および犯罪の抑止力に
なっている。今後も地域に応
じた見守りの取組を期待す
る。

青少年愛護
センター
学校教育課
等

安全教育推進
事業

通学路交通安全プログラムに
基づき山手，岩園，朝日ケ丘
小学校の通学路点検を，行
政，学校，芦屋警察，地域と
連携し実施した。合計58か
所の改善要望箇所が明らかに
なった。改善方法について関
係者に報告し，改善に向けて
取り組んでいく。全幼・小学
校で歩行訓練･自転車教室な
どを実施。中学校でも自転車
教室を実施し，交通安全に対
する意識を高めた。CAP講習
会では，児童が自らの安全を
守る意識の涵養に効果をあげ
た。普通救命講習会では，3
年毎に講習を受講することが
周知・徹底されてきた。

平成26年度は精道中学校区
の３小学校，平成27年度は
山手中学校区の3小学校での
通学路合同点検が地域の協
力を得て実施でき，各担当
部署が改善を進め，芦屋市
通学路交通安全プログラム
の体制が整ってきた。平成
28年度は潮見中学校区の２
小学校の通学路合同点検を
実施する。
交通安全教室，防犯教室等
への参加推進，教職員によ
る不審者侵入を想定した訓
練，普通救命講習会やCAP
講習会については継続して
進める必要がある。

関係機関との連携により58
か所の改善要望箇所を明らか
にし改善を進めるなど，通学
路交通安全プログラムの体制
が整ってきたたことは評価で
きる。今後も自他の安全意識
の涵養のため，自転車教室，
普通救命講習会やCAP講習
会等を継続実施することを期
待する。

各教室・各講習会の継続的な
開催で，意識の涵養に効果を
あげたことは評価できる。合
計58か所の改善要望箇所に
おいて，どのような注意喚起
が必要なのか，具体的に提示
し周知・徹底されることを期
待する。

学校教育課

教育委員会，小学校，地
域，保護者が共に通学路を
歩き，小学校3校区の通学
路の総点検を実施し，改善
が必要な箇所についてそれ
ぞれの部署で対応していっ
た。
安全担当者会を開催し，学
校園と警察，消防，防災安
全課との連携を推進し，園
児・児童生徒の安全確保及
び安全・安心な学校づくり
を進める。
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Ⅲ　事務事業に対する点検及び評価の結果
３　信頼され魅力ある学校園づくりに取り組みます

学識経験者(浅野氏) 学識経験者(槇谷氏）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価

学校評価は，学校関係者評
価も含めてすべての学校園
で実施し，その結果を教育
委員会のホームページで公
開した。

－

教育ボランティアを活用し
た。

活動人数
延584人
（昨年度554
人）

「芦屋の教育指針」を作
成，配布し，学校園の適切
な教育活動を支援し，指導
した。

全小中学校（11校）に対し
て事務監査を実施した。

新たな教育課題に対応した
各種研究会・協議会を開催
した。

学校園の緑化活動を推進し
た。

学校園の教育活動に必要な
消耗品等の購入・配布をし
た。

学習や校務等でコンピュー
タ等のICT機器を活用できる
環境を整備する。

運用管理会議を
月2回実施
タブレット
PC120台
プリンタ1台
書画カメラ20
台
電子黒板付きプ
ロジェクタ15
台

ICT機器を授業に活用できる
よう支援する。

情報教育担当者
会
4回実施

情報セキュリティ対策を進
める。

新規利用者研修
3回実施
情報モラル研修
1回実施

取組・成果 事　　務　　局

校園長会，教頭会での情報
提供・情報交換・情報共有
は，学校園が共通理解を図
りながら指導を行うために
も非常に重要であり，今後
も継続して実施する。
策定した第２期芦屋市教育
振興基本計画に基づいた施
策を推進し，その中で設定
した指標の達成を目指す。

学校園ICT環境
整備事業

ネットワークを利用した業務
の効率化が進んだことは評価
できる。
推進校の取組の他の学校への
波及に向けた研修内容の充実
とともに，教職員，児童生徒
ともにセキュリティに対する
意識が高まることを期待した
い。

事務事業名

校園長会，教頭会での情報提
供・情報交換・情報共有の定
例的な開催で課題解決を実践
していることは評価できる。
今後も引き続き，各学校現場
が直面している様々な課題の
解決を目指した協議を期待す
る。また，第２期芦屋市教育
振興基本計画の達成目標プロ
セス管理の徹底を期待する。

－

学校園が，教育振興基本計
画・教育指針に基づいた教育
活動や教育環境の整備が進め
られるよう，指導，支援を
行った。
また，第２期芦屋市教育振興
基本計画を策定し，今後５年
間に取り組むべき事業や達成
目標を設定した。
校園長会では，喫緊の教育課
題に関する対応・方策等につ
いて情報共有し，共通理解を
図ることで，その後の学校運
営に役立ててもらえるよう努
めた。また教頭会は，４回，
開催し，各学校現場が直面し
ている様々な課題の解決を目
指した協議を重ねることがで
きた。

活力に満ちた
特色ある学校
園づくりの推
進

ネットワークを利用した校務
支援システムの導入により，
校務の効率化がさらに進ん
だ。あわせて情報セキュリ
ティに対する意識を高める研
修も繰り返し行った。
書画カメラやタブレット端
末・短焦点プロジェクタ等も
当初の計画どおりの整備がで
き，授業でのICT活用が進ん
だ。タブレットPCについて
は，推進校の研究実践の成果
を広く他の学校にも発信する
ことができた。

企画運営事業

事　業　内　容

学校園教育情報ネットワー
クシステムの整備，運用，
保守を行う。校務用，教育
用コンピュータ等の整備，
運用，保守を行う。
ICT機器を活用した授業を
推進する。情報セキュリ
ティの管理運用を行う。

幼稚園では，「英語で遊ぼ
う」「食育」「読み聞かせ」
「運動あそび」，小中学校で
は「福祉」「平和」「防災」
をテーマにしたものが多く実
施されている。特色ある教育
活動を支援するボランティア
活動人数は，昨年度と比べて
増加しており，外部指導者を
活用することにより，学校園
の特色ある教育活動を一層，
推進することができた。

学校園では，取り組んだ
テーマや講師等について，
HPや学校園便りに掲載する
等，発信に努めている。活
動に広がりを持たせるため
に，各学校園の特色ある取
組について，情報交換する
機会を設けていきたい。

小中学校ともに，ICT機器を
活用する機会は確実に増え
てきており，今後も研究会
等を通して，教員のICTを活
用した授業実践力向上に取
り組む。
タブレットPCについては，
推進校と他の学校とでは推
進環境や取組に差があるこ
とから，他の学校において
も，同様の取組が進むよ
う，支援を強化していく。
また，芦屋市スマホサミッ
トを開催し，子どもたち自
身が正しい情報を選択し，
活用する力を身に付けさせ
ていく。

幼児児童生徒が充実した学
校園生活を送ることができ
るよう，学校園の教育環境
を整備し，教育実践が高ま
るように指導する。

各学校園が，幼児児童生徒
や地域の特性に応じた教育
目標・教育計画を明確に
し，保護者や地域の方々の
参画と協働のもとで，特色
ある教育活動を展開するこ
とを支援する。

所管課名

教育活動を支援するボラン
ティア活動の人数が増加し，
発達段階に応じた適切な教育
活動が展開されていることは
評価できる。
積極的な地域への情報公開に
より，新たな人材を開拓した
り，各学校園の取組について
情報交換したりすることで，
特色ある活動のより一層の充
実を期待する。

第２期芦屋市教育振興基本計
画に基づいた教育活動を推進
するためにも，校園長会，教
頭会で情報を共有し，教職
員・地域住民と協働して社会
の変化に対して，同一歩調で
迅速に対応できることができ
る体制を整備することを期待
する。

特色ある教育活動を支援する
ボランティア活動人数が，昨
年度と比べて増加しているこ
とは大いに評価できる。今後
も，学校園では，取り組んだ
テーマや講師等について，
HPや学校園便りに掲載する
等，発信の強化を期待する。

学校教育課

ネットワークを利用した校務
支援システムの導入による校
務の効率化と，ICT機器の活
用機会の増進は評価できる。
今後は，教員のICTを活用し
た授業実践力向上と，ネット
ワークにかかわる情報セキュ
リティ対策の強化を期待す
る。

打出教育文
化センター

学校教育課
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学識経験者(浅野氏) 学識経験者(槇谷氏）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価

取組・成果 事　　務　　局
事務事業名 事　業　内　容 所管課名

管理職，教務主任等の研修
会等を実施した。

22回
（昨年度実績
25回）

教育振興基本計画や教育指針
に掲げる重点目標の実現や，
子どもたちに必要な力を育て
るため，教職員の資質向上を
図る研修を計画的に実施し
た。新着任の中学校教員に対
しては，昨年に引き続き学習
評価に係る研修を実施した。

教職員のキャリアステージ
に応じた研修や，今日的課
題の解決を図る研修を，打
出教育文化センターと連携
して進める。特に，学校運
営の中核となるミドルリー
ダー育成はここ数年の急務
となっている。

学校教育課

若手教員（２～5年次），初
任者研修等の研修会を実施
した。

年次研4回
（146人）
初任者研4回
（53人）
教頭研修1回
（39人）

初任者研修では，授業力の向
上だけではなく，社会人とし
てのマナー研修や，保護者対
応等を含めた研修を実施し
た。年次グループ研修では，
若手教員の相互交流を図ると
ともに，授業研究を行うこと
で活発な研究，協議を行うこ
とができた。また，同世代と
しての同僚性を高めあうこと
もできた。

指導経験の少ない教員が増
える中，職場内での教職員
のリーダー育成が喫緊の課
題となっており，その中
で，特に２～５年次の若手
教員の育成に重点を置い
て，研修機会の充実を図
る。

打出教育文
化センター

打出教育文化
センター教育
研究推進と研
修事業

教職員一人ひとりが専門性
を身につけ，資質の向上を
図るための研修を実施す
る。

一般研修，情報研修，夏季
研修，教師力向上事業，委
嘱研究部会を実施した。

一般研修（夏季
研修・教師力向
上を含む）
1,197人
情報研修
426人
委嘱研究部会
56人
（昨年度実績
1,030人，
528人，56
人）

児童生徒の内面の理解や，人
間性・教育観など資質の向上
を目指した研修，教科指導に
係る研修をバランスよく企
画，実施し，その内容の充実
を図ることができた。
委嘱研究部会では，それぞれ
の部会が専門分野での系統的
な研究を行い，その成果を発
信することができた。

教師が様々な教育課題に適
切に対応できるよう，絶え
ず，研修の内容や回数の見
直しや工夫，改善を行う必
要がある。特に，小学校の
英語の教科化に備えた研修
は，計画的に組み入れてい
く。
委嘱研究部会は，幼小中の
教員が共同研究を行う中で
互いの指導について交流し
あう貴重な機会であること
から，その活動のさらなる
充実を目指していく。

教員一人ひとりの資質向上に
向けて，バランスの取れた研
修を実施し，専門分野での研
究を広める情報発信ができた
ことは評価できる。
今後も，小学校の英語の教科
化やＩＣＴ機器の授業での活
用などニーズを踏まえた研修
の充実を期待する。また，ベ
テラン教員や専門性の高い教
員の校内外における活用も検
討していただきたい。

今後も，一般研修，情報研
修，夏季研修，教師力向上事
業，委嘱研究部会において，
現場の意見を吸い上げるオー
プンな議論により，絶えず研
修の内容や回数の見直しの工
夫，改善を期待する。

打出教育文
化センター

打出教育文化
センター一般
事務

幼児児童生徒に関する情緒
不安，対人関係，学習障
害，不登校などの相談に対
して専門相談員が相談を受
け，解決の方向を見いだ
す。

教育相談を実施した。

653回，31人
（昨年度実績
606回，34
人）

児童と保護者の両者に対して
個に応じた教育相談を継続し
て実施した。相談人数は昨年
より減少したが件数は増加し
ており，保護者が継続して教
育相談を受けていることで，
子どもの学校生活の安定につ
なげられていると評価してい
る。

教育相談の内容が，保護者
と相談員との間だけで留ま
ることが多いが，必要に応
じて学校園や関係機関につ
なげていけるよう，連絡体
制は整えておく。

相談により，子どもの学校生
活の安定につながる事例があ
ることは評価できる。
今後は，センターと学校園と
の連絡などの諸体制のさらな
る整備がなされることを期待
する。

保護者への継続的な教育相談
の受け入れは重要であり評価
できる。今後は，学校園や関
係機関との連絡だけでなく連
携体制の整備を期待する。

打出教育文
化センター

教職員のキャリアステージに
合わせた研修内容を各研修に
取り入れたことは評価でき
る。また，若手年次研修で授
業研究を実施して授業力重視
の姿勢が示されたことも評価
できる。今後は，校外の研修
の成果を校内に還元できるよ
うな校内研修会を，ミドル
リーダーとともに企画させた
りするような，日常の業務の
中で教員の育成を図る仕組み
の提案がされることを期待す
る。

初任者研修で，授業力の向上
だけではなく，社会人として
のマナー研修や，保護者対応
等を含めた研修の継続的な実
施は極めて重要である。今後
も，教職員のリーダー育成，
特に２～５年次の若手教員の
育成に重点を置いて，研修機
会の充実を図ることを期待す
る。

教職員の資質
向上事業

教職員の専門性と実践的指
導力の向上を目指した研修
会を実施し資質向上を図
る。
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学識経験者(浅野氏) 学識経験者(槇谷氏）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価

取組・成果 事　　務　　局
事務事業名 事　業　内　容 所管課名

小学校施設整
備事業

学校施設の整備改修工事を
行い，学習環境の保全・改
善を図る。

岩園小学校普通教室棟増築
工事に着手したほか，打出
浜小学校グラウンド改修工
事を行った。

－ 管理課

中学校施設整
備事業

学校施設の整備改修工事を
行い，学習環境の保全・改
善を図る。

潮見中学校給食・特別教室
棟新築工事を行った。

－ 管理課

幼稚園施設整
備事業

幼稚園施設の整備改修工事
を行い，学習環境の保全・
改善を図る。

岩園幼稚園建替工事に着手
したほか，西山幼稚園便所
改修工事を行った。

－ 管理課

小学校維持管
理事業，中学
校維持管理事
業

施設設備を保全・改善し，
日常使用に不都合が生じな
いように維持を図る。

施設の巡回警備及び夜間の
機械警備を業務委託で実施
するとともに，設備の保守
点検業務委託及び施設・設
備の維持修繕工事を実施し
た。
また，省エネプロジェクト
を引き続き実施し，電気・
ガス使用量の削減に努め
た。

電気・ガス
使用量
（小学校）
△8.0％
（中学校）
△2.1％
（平成22年度
比）

管理課

幼稚園維持管
理事業

施設設備を保全・改善し，
日常使用に不都合が生じな
いように維持を図る。

夜間の機械警備を業務委託
で実施するとともに，設備
の保守点検業務委託及び施
設・設備の維持修繕工事を
実施した。

－ 管理課

私立学校園助
成費

市内の私立幼稚園の設置者
に対して施設整備，設備の
充実，教材購入，教職員の
研修等に要する経費に充て
るため助成金を交付し，私
立幼稚園の教育の振興と充
実を図る。また，特別支援
教育振興を図るため，私立
幼稚園特別支援教育振興助
成金を交付する。

私立幼稚園助成金交付・特
別支援教育振興助成金を交
付した。

私立幼助成3園
特別支援振興該
当なし
（昨年度実績
私立幼助成4
園・特別支援振
興該当なし）

幼児教育の振興と充実を図る
観点から，市内私立幼稚園の
健全な運営を助成する本事業
は有効である。
また，子どもの幼児教育につ
いて，市民の選択肢の幅を広
げることにもなるため，継続
して実施することは適切であ
る。
平成27年度の助成金の使途
については，教材費等に適切
に執行されていることを確認
している。
なお，平成27年度より市内
私立幼稚園1園が認定こども
園となったため，助成対象は
3園となった。

私立学校園助成費は，私立
幼稚園の育成に必要であり
継続して実施したい。情報
公開については，市全体に
共通する課題であるとの認
識のもと，他市の事例等の
研究を続けていく。

私立学校園助成費は，私立幼
稚園の育成に必要であり，市
民の教育の選択肢を広げると
いう立場は評価できる。新た
な制度の導入による運用上の
配慮を怠らないようにすると
同時に，懸案となっている市
民に対する説明責任を果たす
ための研究の継続を期待す
る。

教育全体から捉えて，幼児教
育の重要性は広く認識されて
いるため，一層の振興と充実
を期待する。合わせて，情報
公開についても，他市の事例
等の研究の継続を期待する。

管理課

平成23年度，市長部局に公
共施設を一元管理する担当
部署が設けられ，全庁的な
視点から，より効率的な
『公共施設の保全計画』を
策定している。
　教育委員会としても，こ
の保全計画をふまえつつ，
子どもの安全面を最優先に
市長部局と十分協議しなが
ら，計画的に大規模施設整
備，建替及び環境対策等を
進めていきたい。

非構造部材の耐震化や，省エ
ネ設備設置などの環境対策，
防犯対策の一環として防犯カ
メラの設置など，適宜に対策
を実施していることは評価で
きる。今後も，リスク項目の
洗い出しを急ぎ，緊急度と重
要度を判断し，優先順位を明
確にして取り組むことを期待
する。

大規模改修等により教育環境
が順次改善され，施設の利便
性が向上してきていることは
評価できる。
大規模改修や耐震化，環境対
策，防犯対策などの優先順位
を判断する際には，行政の視
点をもちつつ，利用者である
学校園の声，児童生徒の要
望，地域の願い等も聞き，加
味することを期待する。

学校園施設の維持管理事業
については，コスト面にも
留意しながら，より適正な
方法で実施していく。
また，各学校園に対して
も，日常業務の中で施設の
維持管理を適切に行い，経
費節減に努めるよう一層指
導を行っていく。
施設・設備の老朽化による
漏水の早期発見に努める。

大規模改修等により教育環境
は順次改善され，施設の利便
性も少しずつ向上を図ること
ができている。
また近年問題となっている非
構造部材の耐震化や，省エネ
設備設置などの環境対策，防
犯対策の一環として防犯カメ
ラの設置などについても，可
能なところから着手してい
る。

学校園施設の維持管理事業
は，幼児・児童・生徒等の安
全・安心を確保し，良好な教
育環境を維持・保全するため
に必要な事業と考えている。

学校園施設の維持管理事業は
適切に行われ，電気・ガスの
使用量が削減できたことは評
価できる。
今後とも，幼児・児童・生徒
の安全確保を最優先事項と
し，日常の教職員の安全点
検・経費節減などの協力を要
請し，更なる経費の節減を期
待する。

省エネプロジェクトを引き続
き実施し，電気・ガス使用量
を削減したことは評価でき
る。今後も，日常業務の中で
施設の維持管理を適切に行う
ルーティン業務を重視するこ
とを期待する。
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学識経験者(浅野氏) 学識経験者(槇谷氏）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価

取組・成果 事　　務　　局
事務事業名 事　業　内　容 所管課名

幼稚園就園奨
励費補助金

園児の保護者に対して世帯
の市民税課税額及び多子の
状況に応じて就園奨励費を
支給し保護者の経済的負担
を軽減する。

幼稚園就園奨励費補助金を
支給した。
平成27年度は，制度改正
（一部低所得世帯の保護者
負担軽減のための補助金額
引き上げ）あり。（国基準
どおり）
子ども子育て支援新制度の
施行に伴い，公立幼稚園及
び新制度の対象となる私立
幼稚園，認定こども園は対
象外となるため，市立幼稚
園においては制度を廃止し
た。

（私立）314
人
（昨年度実績
（私立）328
人（市立）
244人）

管理課

要保護児童生
徒就学援助
費，義務教育
児童生徒就学
援助費（国庫
補助対象外）

経済的理由により就学困難
な児童生徒の保護者に援助
費を支給することにより義
務教育の円滑な実施に寄与
する。

要保護児童生徒就学援助
費，義務教育児童生徒就学
援助費（国庫補助対象外）
を支給した。

小学校388人
中学校285人
（昨年度実績
小学校434
人・中学校
305人）
※特別支援学級
分を含む

管理課

芦屋市奨学金

経済的理由により就学困難
な者に奨学金を支給して教
育の機会均等及び就学を奨
励する。

芦屋市奨学金を給付した。
　公立高校　月額5,000円
　私立高校　月額7,000円

公立高校99人
私立高校83人
（昨年度実績
公立高校114
人，私立高校
75人）

管理課

奨学金，就学援助等は，教育
の機会均等の保障に必要なこ
とであり，今後も，各家庭へ
の制度の周知徹底等，積極的
な事業の展開を進める必要が
ある。今後とも，近隣市等の
情報を収集するとともに，市
長部局との密接な連携による
支援の継続を期待する。

継続的な各種給付に加え，今
後も，経済的困窮家庭への対
策を検討することを期待す
る。近隣市等の同制度の状況
について情報収集をもとに，
学校園との連携を密にして取
り組むことを期待する。

奨学金，就学援助等は，教育
の機会均等の保障及び奨励の
ために必要である。

経済・雇用状況の見通しな
どから，今後も経済的困窮
家庭が増加することが予想
されるので，学校園との連
携を十分に図りながら継続
して実施したい。
また，引き続き，近隣市等
の同制度の状況について常
に最新の情報収集に努めた
い。
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Ⅲ　事務事業に対する点検及び評価の結果
４　自ら本を手に取り，本が好きな子どもを育てます

学識経験者(浅野氏) 学識経験者(槇谷氏）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価

児童生徒一人当たりの学校
図書館における図書貸出冊
数が増加するよう取り組
む。

小学校 63.5冊
(昨年 59.7
冊）
中学校 15.3冊
(昨年 14.6
冊）

「子どもに読ませたい図書
リスト４００選」改訂版を
学校園・保育所へ配布し
た。

4歳児に配布

「おはなしノート」を配布
した。

全公立幼稚園・
保育所の年長児
に配布

推進モデル校を指定した。 4校

読書スタンプラリーを実施
した。

ゴール達成者
376名
（昨年度314
名）

『図書リスト４００選』を
活用するために，おはなし
ノート（幼稚園用）　読書
ノート（小学校用）を配付
した。

市内公立幼稚園
及び小学生１
年・４年全員に
配布

学校図書館司書補の研修会
を行った。

2回，22名

読書活動推進
事業

保護者・市民の参画と協働
により，読書が大好きな子
どもを育成し，子どもたち
の平均の読書冊数を増やす
取組を行う。

これまで読書推進に継続して
取り組んできたことが，児童
生徒一人あたりの学校図書館
における図書貸出し冊数の増
加に確実につながってきてい
る。
図書リスト400選について
は，増刷する中で，昨年度配
付できなかった保育所や私立
幼稚園にも配付するなど，こ
れまで以上の啓発を行うこと
ができた。
「おはなしノート」は幼稚園
で活用できているが，「読書
ノート」の小学校での活用に
ついては十分できていないこ
とから，今後は，活用に向け
た研修を行っていく必要があ
る。

事務事業名
取組・成果

学校図書館における図書貸出
冊数が着実に増加しているこ
とや，読書スタンプラリーの
ゴール達成者増加など，各取
組が成果をあげていることは
大いに評価できる。今後も，
児童生徒が読書を楽しめる場
の創設が必要である。『図書
リスト４００選』を，おはな
しノートと読書ノートで活用
することを期待する。

所管課名

学校教育課

事　　務　　局
事　業　内　容

第2期教育振興基本計画にお
いても，読書活動の充実
は，重点取組の一つとして
位置付けられており，今後
も読書の取組が市全体に更
に広がるよう，公立保育所
や私立幼稚園にも，積極的
に働きかけていく。
また，学校図書館が「学習
情報センター」として位置
付けていけるよう，学校図
書館の環境整備を進める。
各学校で独自に行っている
読書推進の取組を，他の学
校にも広げていけるよう取
り組む。

これまでの取組を継続すると
ともに，「読書リスト４００
選」については，平成27年
度から新たに保育所や私立幼
稚園にも配布するなど対象を
拡大し，啓発活動の充実を
図っていることは評価でき
る。
今後は，小学校における読書
ノート活用の研修を充実させ
るとともに，読書活動にかか
わる効果的な指導事例の情報
を各学校と共有するなど，市
内の教職員が読書活動を進め
ていける体制づくりを期待す
る。
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Ⅲ　事務事業に対する点検及び評価の結果
５　学校園・家庭・地域が連携して，子どもたちの育成を支えます

学識経験者(浅野氏) 学識経験者(槇谷氏）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価

こども会連絡協議会の活動
を支援した。
昔遊びわくわく広場事業を
開催した。

32団体
1,374人
（昨年度実績
32団体1,508
人）,
１回，参加者
59人
（昨年度実績２
回，62人）

丹波少年自然の家（事務組
合）の運営に参加した。

利用者
15団体
2,951人
（昨年度実績
10団体，
2,476人）

成人式を開催した。
参加者518人
(昨年度実績
562人）

青少年保護対
策事業（芦屋
市留守家庭児
童会事業）

子育て世代の就労支援，育
児支援のため，適切な保護
育成に欠ける小学校1年生
から3年生を対象に，遊び
や集団生活の場を提供す
る。（平成２８年度から４
年生も対象）

芦屋市留守家庭児童会事業
を実施した。

入級児童数
479人
（昨年度実績
425人）

青少年保護対策事業（芦屋市
留守家庭児童会事業）では，
岩園小学校の改修に合わせす
ぎのこ学級を拡充整備した。
28年度からの4年生受け入れ
に備え，入級基準を新たに設
定し，基準に基づく入級審査
を実施したことは，大きな改
革点となった。

児童福祉法の改正に伴う対
象年齢の拡大により，需要
の拡大が見込まれるため，
子ども子育て会議の議論を
踏まえながら，多様な運営
形態の中から適切な手法を
早急に判断していく必要が
ある。

すぎのこ学級の拡充整備によ
り，子育ての環境が向上した
点は評価できる。対象年齢の
拡大により，今後も児童の増
加が見込まれるなか，子育て
世代のニーズに対応できるよ
うに，適切な運営形態の整備
を期待する。

芦屋市留守家庭児童会事業の
着実な実施による，入級児童
数の増加は評価できる。今後
は，子ども子育て会議の議論
を踏まえ，多様な運営形態の
中から優先順位を明確にして
着手できることから施行する
ことを期待する。

青少年育成
課

放課後子ども
プラン（校庭
開放事業）

放課後子どもプランでは，
市内の小学校区において，
放課後や週末等に小学校施
設等を活用して，子どもた
ちの安全・安心な活動拠点
として「子ども教室」を設
け，地域の方々の参画を得
て，勉強やスポーツ・文化
活動，地域住民との交流活
動等の取組を実施すること
により，子どもたちが地域
社会の中で，心豊かで健や
かに育まれる環境づくりを
推進する。

キッズスクエアが始まった
精道小，山手小，潮見小
は，子ども教室（校庭開
放）の平日の実施がなく
なった。土曜も実施してい
た，精道小，潮見小は土曜
のみの実施となり，山手小
は無くなった。その他の５
校については，小学校に校
庭開放管理人を配置して，
児童に校庭を開放したり，
地域住民の協力を得て小学
校教室で放課後に多世代交
流や地域文化伝承の場を持
つなど，従来どおりの取組
を行った。

実施小学校
7校，
開放延日数
612日
（昨年度実績8
校，１，０６０
日）

平成２７年度から精道小，山
手小，潮見小学校で，あしや
キッズスクエア事業が開始し
たことに伴い，平日の当該事
業があしやキッズスクエア事
業に変わっているため，実績
数は減少している。

放課後子どもプランでは，
児童の安全な居場所を確保
すること，また，多世代交
流や地域文化伝承の場とし
ての教室型事業を継続実施
しているが，左記のあしや
キッズスクエア事業の拡大
実施に伴い，従来から実施
している子ども教室は，吸
収されるような形で縮小と
なる。わずかに残る土曜日
等の事業及び運営委員会の
扱いの整理が必要。

あしやキッズスクエア事業の
開始に伴い実績数は減少して
いるが，今後も子どもたちが
地域の中で安心して成長でき
るような事業の整理と組織の
見直しを期待する。

平日の当該事業があしやキッ
ズスクエア事業で変化してい
るが，小学校に校庭開放管理
人を配置した様々な場を持つ
活動の継続は評価できる。今
後は，土曜日等の事業及び運
営委員会の扱いの整理を円滑
に行うことを期待する。

生涯学習課

所管課名

こども会連絡協議会の活動支
援，丹波少年自然の家の運
営，成人式の開催等，継続的
な開催で着実に成果をあげて
いることは評価できる。今後
は，子ども会事業及び青少年
健全育成事業については，あ
しやキッズスクエアとの連携
の中で進めていく仕組みづく
りの創意工夫を期待する。

青少年育成
課

新成人による成人式の手づく
り運営が継続的に実施できて
いることは評価できる。子ど
も会の低調傾向の背景の分析
とともに事業相互の連携のあ
り方を検討していただきた
い。

次世代を担う青少年の健全
育成と青少年団体やこども
会活動の支援を行う。

子ども会事業及び青少年健
全育成事業については，あ
しやキッズスクエアとの連
携の中で進めていく仕組み
づくりが必要である。
丹波少年自然の家について
は，安定した事業となって
いるが，施設老朽化への対
応及び構成各市の負担割合
について課題が残ってい
る。
成人式事業では，現在の企
画手法及び内容は一定の評
価を得ており，持続可能性
を高める工夫が求められて
いる一方で，さらに出席率
の向上を目指していく必要
がある。

取組・成果 事　　務　　局

青少年健全育成及び青少年団
体育成事業では，子ども会の
低調傾向は免れず活性化が望
まれる。昔遊びわくわく広場
は体育館改修で１回の開催で
あったが非常に盛況であっ
た。
また，成人式では新成人を中
心としたグループに企画を委
託し，新成人による手づくり
運営が継続的に実施できてい
る。

事務事業名

青少年健全育
成及び青少年
団体育成事業

事　業　内　容
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学識経験者(浅野氏) 学識経験者(槇谷氏）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価
所管課名

取組・成果 事　　務　　局
事務事業名 事　業　内　容

放課後子ども
プラン（あし
やキッズスク
エア）

平成27年度から留守家庭
児童会事業との一体型の放
課後子ども総合プランの実
施に向けて，新たな放課後
子供教室事業としてあしや
キッズスクエアを開設し
た。校庭開放事業とは，長
期休業中も実施することや
校庭だけでなく校舎内でも
合わせて実施する点で異な
る。

精道・山手・潮見小学校に
おいて，各校マネージャ及
び安全管理人2名を配置し
て，児童に校庭及び校舎内
を一時使用することにより
居場所づくり事業を実施し
た。スタッフは，地域住民
やシルバー人材センターへ
の委託で実施し，体験プロ
グラムの実施により，多世
代交流や児童の体験活動を
進めるとともに，大学生・
高校生のボランティアを派
遣し，併せて青少年の育成
も促進した。

実施小学校
3校，
開催延回数
598回，
登録児童数
872人
（３校合計）
登録率
44.2％，
平均参加児童数
22.1人／日，
体験プログラム
実施回数
186回

放課後子ども総合プランの新
たな事業としてあしやキッズ
スクエアが予定どおり3校で
開設できたことは，平成29
年度の全校実施に向けて良い
スタートなった。また，平成
28年度開設の宮川・朝日ケ
丘・浜風小学校においても地
域とともに開設準備を行うこ
とができた。

平成29年度の全校実施に向
けて，岩園・打出浜小学校
の残り２校の学校及び地域
と開設に向けて取り組む必
要があるとともに，既設校
における安定した運営に向
けて関係者と工夫・調整を
進める必要がある。

地域の人々の参画を得て児童
の安全な居場所づくりの拡充
を推進していることは評価で
きる。既設校における運営体
制の整備を進めるとともに事
業相互の連携を進めるなど，
全校実施に向けて事業の一層
の充実を期待する。

多世代交流や児童の体験活動
を進めるとともに，大学生・
高校生のボランティアを派遣
し，併せて青少年の育成も促
進してきたことは評価でき
る。今後は，既設校における
安定した運営に向けて関係者
と工夫・調整だけでなく，具
体的な計画も提示することを
期待する。

青少年育成
課

地域子育て事
業

学校地域連携促進事業で実
践研究を行った精道小学校
から波及して出来た学校地
域連携の組織に対し，活動
がより円滑に行える為の支
援を行う。また，学校地域
連携組織の普及を図る。

学校地域連携の組織に対
し，活動の支援としてボラ
ンティア保険に加入した。

連絡協議会3回
活動団体数6校
活動事業日数延
べ380日
活動参加者延べ
2,175人
（昨年度実績
3回，6校，
407日，
2,264人）

地域子育て事業では，学校地
域連携組織が主体となって立
ち上げた連絡協議会に出席し
て状況を把握している。今後
も引き続き，学校地域連携組
織の活動を活発にするための
支援は必要である。

今後も学校園・家庭・地域
が主体となって活動を継続
していく中で，新たな支援
者の確保と定着，リーダー
の育成を支援する必要があ
る。

子育ての環境を充実させてい
くためには，家庭・学校園・
地域・行政が一体となって協
働体制を確立することが必要
不可欠である。学校地域連携
組織の活性化の支援を今後も
継続し，リーダー育成を支援
することを期待する。

継続的な連絡協議会への出席
で状況把握を行っていること
は評価できる。今後は，新た
な支援者の確保と定着，リー
ダーの育成を支援することを
期待する。

生涯学習課

青少年問題協
議会

青少年の指導，育成，保
護，矯正に関する総合施策
の樹立につき，重要事項を
調査審議し施策の適切な実
施を行うための関係行政機
関相互の連携調整を図る。

子ども若者計画の策定に伴
い，評価及び進行管理の準
備をする。

2回
（昨年度実績
5回）

「子ども・若者の健全育成に
向けての提言」としてまと
め，総合教育会議に報告し
た。

今後，子ども若者計画の進
行管理と評価に基づき，内
容を精査して具体的に取組
の方向性を見定める。

子ども若者計画の進行管理と
評価を活かし，継続的な協議
を行い，内容を精査すること
で実効性のある取組ができる
ことを期待する。

「子ども・若者の健全育成に
向けての提言」としてまと
め，総合教育会議へのフィー
ドバックは評価できる。今後
は，子ども若者計画の策定に
伴い，評価及び進行管理の結
果を可視化することを期待す
る。

青少年愛護
センター

子ども・若者
育成支援対策
事業

就学及び就業のいずれもし
ていない子ども・若者，そ
の他の子ども・若者であっ
て，社会生活を円滑に行う
上での困難を有するものに
対する支援を行う。

若者相談センター「アサガ
オ」の運営（月，水，土）
「アサガオセミナー」と題
してコミュニケーションス
キルの講座を6回開催した。
また昨年9月より「キテミル
会」を行い，お試し相談会
を開催した。各月第3金曜日
開催して各回3～5名程度の
出席であった。

相談件数
電話：138件
面接：167件
その他
訪問指導等：6
件
関係機関：15
件
（昨年度実績
64件，88件，
20件）

相談件数も増加し，体制も安
定した運営ができている。

ＮＰＯやその他の関係機関
とのさらなる連携やアウト
リーチやピアサポート等の
カウンセリングにとどまら
ない支援の展開ができつつ
ある。

若者相談センター「アサガ
オ」の相談件数が大幅に増加
し，市全域に取組が認知され
ていることは評価できる。体
制や運営も安定していること
から，関係機関との連携によ
る支援体制の充実を期待す
る。

若者相談センター，コミュニ
ケーションスキルの講座，キ
テミル会などのきめ細かな体
制により，相談件数が増加し
ていることは成果が上がって
いる証拠であると大いに評価
できる。

青少年愛護
センター
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学識経験者(浅野氏) 学識経験者(槇谷氏）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価
所管課名

取組・成果 事　　務　　局
事務事業名 事　業　内　容

街頭巡視活動

青少年育成愛護委員による
日常的な巡視活動（パト
ロール）を推進する。小学
校校区ごとに班を編成して
実施。

委員数203人
巡視回数566
回
延人数4,752
人
（昨年度実績
196人，552
回，4,708
人）

毎年，500回程度の巡視活動
を実施してきた。愛護委員に
よる巡視活動を中心とした子
どもの見守りや声かけ活動な
ど，継続した地道な活動によ
り芦屋市の青少年は比較的落
ち着いた状況といえる。

現在のように，安定した運
営が続けられる仕組みを崩
さないよう配慮することが
必要である。

青少年愛護委員数や巡回回数
が継続的に増加し，市の青少
年の落ち着いた状況の維持に
成果を上げている点は評価で
きる。今後も巡視活動等を充
実させ，青少年の健全な成長
に寄与する取組を継続的に実
施できる仕組みづくりを期待
する。

青少年育成愛護委員による日
常的な巡視活動（パトロー
ル）の推進は，地道な活動で
ある。毎年，500回程度の
巡視活動は大いに評価でき
る。今後も，安定的な運営を
期待する。

青少年愛護
センター

有害図書の回収。
書店・レンタルビデオ店，
量販店を随時訪問，指導。

有害図書の回収
月2回（有害図
書・1178／有
害 DVD 等
1135）
環境状況調査
10～12月実施

回収した図書の冊数の多少で
の評価は難しいが，継続した
取組が必要である。

引き続き有害図書を家庭に
持ち込まないよう，啓発に
努める。

青少年の健全な成長のため
に，有害図書の回収や書店や
量販店への働きかけを継続し
ていることは評価できる。ま
た，家庭に対しても有害図書
を持ち込ませないよう啓発活
動を継続していくことを期待
する。

書店・レンタルビデオ店，量
販店を随時訪問，指導によ
り，有害図書の回収，月2回
を実施してきたことは，地道
な活動であるが大いに評価で
きる。今後も関係店との連携
強化により，未然に防止する
活動の仕組みづくりを期待す
る。

青少年愛護
センター

子ども達を取り巻く様々な
危険性について啓発や情報
の提供を実施。

愛護委員研修会
啓発冊子，パン
フレット等の配
布

愛護委員を対象に自転車ルー
ル改正にともない自転車研修
会を開催する。またスマート
フォン，インターネットに関
する研修会も好評であった。

引き続き研修会を実施し，
愛護委員の資質の向上に努
める。
スマホやインターネット関
係の啓発が喫緊の課題であ
る。

愛護委員を対象にした自転車
のルール改正やスマートフォ
ン等の研修会を充実させた点
は評価できる。今後もパンフ
レットの配布や街頭巡視を継
続するとともに，情報化社会
特有の課題から子どもたちを
守るため，資質・能力向上に
向けた更なる研修会の充実を
期待する。

愛護委員研修会，啓発冊子，
パンフレット等の配布，さら
に各研修会の実施も評価でき
る。今後も，引き続き新たな
危険性を察知し，迅速に有害
環境対策を実践する体制整備
を期待する。

青少年愛護
センター

青少年愛護センター相談事
業

青少年の問題全般につい
て，電話，来所及び訪問に
よる相談活動を実施。

相談件数13件
（昨年度実績
16件）

専門の相談員ではなく，愛護
センター職員（指導主事）が
相談を受けている。指導主事
が相談員であることから学校
との連携は取りやすい。

今後に向け，豊かな経験を
持ち適切なアドバイスので
きる人員の確保が必要であ
ることと，相談事業の周知
が課題である。

子どもたちが抱える諸課題が
複雑化する中で，指導主事が
相談を受け，学校との連携体
制を十分に構築している点は
評価できる。また，この事業
の必要性は非常に高く，今後
も豊富な経験と，確かな見識
を持つ人材を確保し，事業の
周知を充実させることで，青
少年の健全な育成に寄与する
ことを期待する。

指導主事が相談員であること
から，学校との連携をとるこ
とは評価できる。今後は，豊
かな経験を持ち適切なアドバ
イスのできる人員の確保とそ
の育成も期待する。

青少年愛護
センター

青少年愛護セ
ンター運営事
業

有害環境対策
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Ⅲ　事務事業に対する点検及び評価の結果
６　「いつでも，どこでも，だれでも」参画できる生涯学習社会づくりを推進します

学識経験者(浅野氏) 学識経験者(槇谷氏）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価

文化施設管理
業務(美術博物
館）

美術博物館の施設管理・保
守点検を行う。

平成23年度より指定管理者
制度を導入し，引続き指定
管理者において運営を行っ
た。

入館者数
31,316 人
（昨年度
26,646人）

市と指定管理者との間で，施
設管理上における不具合や課
題等について意見交換や情報
共有を行い，施設・設備の修
繕や備品の購入などを実施
し，安定した施設運営を図っ
た。

入館者が，安全で日常を離
れた快適な時間，空間を楽
しめるように，施設の良好
な環境の維持・整備に努め
る。

施設管理上における課題等に
ついて意見交換や情報共有を
行い，施設運営の安定化を
図っていることは評価でき
る。入館者のニーズをとらえ
ることで，さらに入館者数が
増加することを期待する。

市と指定管理者との間で，施
設管理上における不具合や課
題等について意見交換や情報
共有を行い，安定した施設運
営を図ったことは評価でき
る。今後も，施設の良好な環
境の維持・整備を期待する。

生涯学習課

神戸市，明石市，芦屋市，
西宮市，宝塚市，三田市，
三木市，淡路島，鳴門市，
徳島市，稲美町の教育関連
施設が利用できる｢のびのび
パスポート｣を市内在住の小
中学生に配布した。（平成4
年度から実施）

作成数8,000
枚
（昨年度実績
8,200枚）

のびのびパスポートを配布す
ることで教育関連施設の利用
を促進するとともに，利用者
のニーズをとらえ，施設の機
能改善に結びつけることを期
待する。

生涯学習出前講座（7９講
座）を実施した。

58回
（昨年度実績
41回）

2７年度は県立芦屋高等学校
と委託契約を締結し事業を
行った。

昨年度実績8講
座

三条分室及び
三条デイサー
ビスセンター
の維持管理

市民及び三条デイサービス
センターの利用者が，安
全・快適に三条分室を利用
できるよう，施設・設備等
の維持管理を行う。

施設内清掃，樹木への散
水・除草，ゴミの搬出，駐
車場管理，施設内巡回によ
る安全点検等地元の「三条
地域協議会」に業務委託し
実施した。

－
三条分室の管理運営を適切に
行い，利用者が安全に利用で
きる環境を確保した。

公共施設の中長期保全計画
に合わせた小規模改修を平
成32年度に実施する予定で
ある。

改修の計画を立てたことは評
価できる。今後も，業務委託
先との連携を密にして，施設
を安全に利用できる取組の推
進が望まれる。

業務委託の管理運営を，利用
者の安全に注力して環境整備
してきたことは評価できる。
今後は，公共施設の中長期保
全計画に合わせた小規模改修
に向けた準備が必要である。

生涯学習課

コミュニ
ティ・スクー
ル関係

学校の教育活動に支障のな
い範囲内において，小学校
を地域住民に開放し，自主
的な文化活動・スポーツ活
動や地域活動を通じて，学
校園・地域・家庭の連携と
住民相互の連帯感や自治意
識を高め，より良いコミュ
ニティの創造・発展を図
る。

コミュニティ・スクール活
動を支援した。

登録団体数
289団体，
活動事業数
135事業
（昨年度実績
291団体，
118事業）

コミュニティ・スクール関係
では，学校・地域・家庭の連
携の場を継続して提供してい
ることで，コミスク活動を通
して地域の教育力の向上が図
られている。

コミュニティ・スクール関
係では，運営体制と事業活
動等への支援強化を通じ
て，さらにより良いコミュ
ニティの創造・発展を図
る。

コミスク関係での連携の場を
提供していることは評価でき
る。今後は，具体的にコミス
クをどのように発展させてい
くかという方向性を示すとと
もに，好事例についての情報
提供等により支援していくこ
とを期待する。

コミュニティ・スクール関係
で，学校園・地域・家庭の連
携の場を継続的に提供し，地
域の教育力の向上が図られて
いることは大いに評価でき
る。

生涯学習課

生涯学習課

生涯学習推進
事業
(一般社会教育
管理と生涯学
習推進事業を
統合）

地域における必要な課題学
習や課題解決活動が推進し
やすくなるように，様々な
学習活動の機会のための支
援を行う。

引き続き｢のびのびパスポー
ト｣の配布を通し，子どもた
ちの健全育成と教育環境の充
実を図るとともに，新しい時
代に対応し，「不易」な原則
を踏まえつつも，社会的状況
の変化に対応した第２次芦屋
市生涯学習基本構想(平成21
年3月策定)に基づく事業を実
施している。

今後ものびのびパスポート
を配布することにより教育
関連施設の利用を活性化す
るとともに，子どもたちの
近隣地域社会への興味関心
を高めるなど，教育振興基
本計画をはじめ，生涯学習
推進基本構想の理念を具体
化するための多彩な事業手
法を検討・実施する。

第２次芦屋市生涯学習基本構
想に基づく事業を実施してい
ることは評価できる。今後
も，新しい時代に対応するた
めの多彩な事業手法を継続的
に検討することを期待する。昨年度と比較して講座数・講

座回数ともに増加させ，参加
者のニーズに幅広くこたえよ
うとしているところは評価で
きる。

取組・成果 事　　務　　局
事　業　内　容 所管課名事務事業名
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学識経験者(浅野氏) 学識経験者(槇谷氏）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価

取組・成果 事　　務　　局
事　業　内　容 所管課名事務事業名

社会教育関係団体の３年毎
の登録の受付を行った。ま
た社会教育関係団体の登録
要件等を見直し，社会教育
活動の活性化の推進に向け
て取り組んだ。

総登録団体
3１7団体
（追加登録団体
18団体，削除
団体4団体，更
新をしなかった
団体36団体）
（参考：昨年度
総登録団体
339団体）

市PTA協議会等へ事業運営
支援として経費の一部を補
助し，求めに応じて助言を
行った。

12団体
（昨年度実績
12団体）

人権教育の推
進

市民が幅広い人権に対して
認識と知識を意識づけし，
より良い生活を送れるよう
支援する。

人権啓発を推進するため，
学校園に対して人権啓発図
書の配布及び啓発DVDの購
入，成人式での人権啓発
グッズの配布を行った。

啓発図書の配布
数27冊，
啓発DVD１
本，
啓発グッズの配
布数800
（昨年度800
配布）

人権教育の推進では，人権に
関する意識の啓発方法を工夫
し，引き続き推進を図ること
が必要である。

人権啓発の推進では，事業
内容の性質上，今後も啓発
活動の継続に取り組む。

成人式でのグッズの配付に加
えて，さらに啓発促進につな
がる活動に取り組むことが必
要であると考える。

人権啓発の推進では，啓発図
書，啓発DVD，啓発グッズ
の配布は重要である。今後
は，それらを活用する場を広
げる必要がある。

生涯学習課

富田砕花顕彰
事業管理委託
(旧居管理)

「兵庫県文化の父」と呼ば
れる詩人富田砕花の偉業を
顕彰するとともに，旧居の
良好な管理運営を行う。

富田砕花旧居の旧居管理運
営を富田砕花顕彰会に業務
委託し，実施した。耐震改
修工事に合わせて，館内を
リニューアルした。
富田砕花顕彰会との共催で
富田砕花賞を実施した。

入館者数264
人（12月～3
月休館）（昨年
度実績553
人）
富田砕花賞応募
詩集128（昨
年度実績
141）

富田砕花旧居は耐震改修工事
が完了し，将来への継承を図
れた。これを機に再開館後は
利用方法を検討し，入館者の
増加に繋げる必要がある。
富田砕花賞については，来年
度以降，富田砕花顕彰会の協
力を得ながら，芦屋市主催で
実施することになっている。

富田砕花顕彰事業運営の主
体となっている富田砕花顕
彰会では，会員の高齢化が
進んでおり，何らかの活性
化が必要である。砕花旧居
では，様々な事業を展開
し，入館者の増加に繋げ
る。

改修したことを入館者の増加
に繋げる必要がある。運営主
体である富田砕花顕彰会に働
きかけ，広報活動の充実や魅
力ある催しの開催等，運営の
活性化が求められる。

耐震改修工事に合わせて，館
内のリニューアルで，将来へ
の継続を図れたことは評価で
きる。今後は，会員間の交流
の場の設計を通した活性化を
期待する。

生涯学習課

谷崎潤一郎賞
受賞記念文化
事業

我が国の文学界の権威ある
賞として知られている中央
公論新社「谷崎潤一郎賞」
受賞者を芦屋市に招き，記
念講演会を開催する。

平成27年度51回谷崎潤一
郎賞の受賞者は江國香織氏
で受賞作品は「ヤモリ，カ
エル，シジミチョウ」が選
ばれた。講演会はルナ・
ホールで開催した。

入館者数533
人
（昨年度は
262人）

谷崎潤一郎記念館のPRとと
もに，本市が発信する文化事
業として定着している。今年
度は人気作家が受賞したこと
もあり，会場は満席であっ
た。応募者の一部は，定員に
達したため，お断りしたほど
であった。

芦屋市から発信する文化事
業として引き続き定着さ
せ，谷崎潤一郎記念館の活
性化を図るとともに谷崎文
化の拠点として文化振興に
寄与する。

入館者数が昨年度と比べて大
きく増加しており，この成果
を次年度にもつなげたい。諸
条件があると思われるが，
PRの方法など広報活動と内
容の充実に期待する。

谷崎潤一郎記念館のPRとと
もに，発信する文化事業によ
り，入館者数の大幅な増加は
評価できる。今後も，さらに
谷崎文化の拠点として文化振
興に寄与することを期待す
る。

生涯学習課

昨年度と比較して総登録団体
数が減少している。登録を更
新しなかった団体が多いが，
その理由を考察することが今
後の効果的な支援につながる
と考える。社会教育関係団体
への使用料3割減免などの取
組を継続していただきたい。

社会教育活動を活発にする
ための援助，資料収集及び
活動の支援を行う。社会教
育関係団体は，使用する社
会教育施設の使用料の3割
を減免する。

生涯学習課
社会教育関係
団体支援・育
成事業

平成27年度は，芦屋市の考
える社会教育関係団体をテー
マに研修会を行った。研修会
では，社会教育関係団体とし
ての期待される役割について
の話と，団体間の交流を行っ
た。今後も引き続き，社会教
育活動を活発にするための支
援が必要である。

本事業では，効果を検証し
つつ，本来の社会教育活動
を活発にするための支援を
継続して行う。

芦屋市の考える社会教育関係
団体をテーマに研修会を実施
したことは大いに意義があ
る。今後は，社会教育関係団
体としての期待される役割を
明確にし，目標化することで
実践することを期待する。
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学識経験者(浅野氏) 学識経験者(槇谷氏）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価

取組・成果 事　　務　　局
事　業　内　容 所管課名事務事業名

文化施設管理
業務（谷崎潤
一郎記念館）

文豪谷崎潤一郎の業績をし
のび，市民や愛好者に谷崎
文学を発信するとともに，
記念館の良好な維持管理を
行う。

引き続き，指定管理者にお
いて管理運営等を行った。

入館者数
15,093人
（昨年度実績
14,415人）

入館者数は，春・秋の特別展
で認知度の高いテーマを取り
上げたことにより，高い集客
力を示し，増加した。昨年度
からの生誕130年・没後50
年の特別イベントの開催等に
努めたことにより，節目の年
にふさわしい結果となった。

谷崎潤一郎記念館の全国的
な認知度をより高めるた
め，斬新な企画事業を展開
するとともに，PRを兼ねた
同種の文化施設等との連携
も必要である。

入館者数が昨年度と比べて増
加しているのは評価できる。
昨年度からの生誕130年・
没後50年の特別イベントの
効果が大きいと考えられる
が，今後はリピータにも着目
し，効果的な運営をしていた
だきたい。

春・秋の特別展で認知度の高
いテーマを取り上げたことに
より，高い集客力を示たこと
は大いに評価できる。今後
は，PRを兼ねた同種の文化
施設等との連携を期待する。

生涯学習課

美術博物館管
理運営委託事
業

美術博物館の管理運営，資
料の収集・保存・整理・調
査・研究・公開・展示を実
施し，市民文化の発展に寄
与する。

引き続き指定管理者におい
て管理運営等を行った。

入館者数
31,316 人
（昨年度
26,646人）

今年度の入館者数は前年度よ
り4,670人増加し，3万人を
超えた。その要因としては，
手作り市「アートマーケッ
ト」，「美術と音楽のイベン
ト」等，既存の事業をリ
ニューアルし，新たな事業を
展開したことが大きいと評価
する。

市民に親したしまれる館に
なるよう，事業の企画には
市民のニーズを的確に把握
しておく必要がある。地域
の文化の拠点となるよう，
調査→研究→公開→調
査・・・の好循環を生み出
す必要がある。

入館者数が昨年度と比べて大
きく増加したことは評価でき
る。増加した要因の分析結果
や指定管理者の運営のノウハ
ウを蓄積し，今後も魅力的な
事業を実施することが望まれ
る。

手作り市「アートマーケッ
ト」，「美術と音楽のイベン
ト」等，既存の事業をリ
ニューアルし，新たな事業を
展開し，入館者増加を図った
ことは大いに評価できる。今
後も，引き続き，調査→研究
→公開→調査・・・の好循環
のPDCAサイクルを実践す
ることを期待する。

生涯学習課
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学識経験者(浅野氏) 学識経験者(槇谷氏）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価

取組・成果 事　　務　　局
事　業　内　容 所管課名事務事業名

啓発事業（講演会・講座・
パンフレット等印刷・出土
品展示・発掘調査現地説明
会，広報あしや記事掲載，
広報番組放送）を行った。
国指定史跡会下山遺跡整
備・活用検討委員会を設
置・開催した。

会下山遺跡復元
高床倉庫茅葺葺
替体験会1回，
講座8回，文化
セミナー1回，
展示2回，パン
フレット刊行１
件，広報あしや
記事掲載12
回，広報番組放
送2回，国指定
史跡会下山遺跡
整備・活用検討
委員会の開催2
回，文化財ボラ
ンティア養成講
座の開催１回
（昨年度実績
戦前の芦屋を語
るつどい1回，
展示3回，パン
フレット刊行１
件，広報あしや
記事掲載12
回，広報番組放
送３回，発掘調
査現地説明会１
回，国指定史跡
会下山遺跡整
備・活用検討委
員会の開催１
回，文化財ボラ
ンティア養成講
座の開催１回）

既存遺跡等維持管理

会下山遺跡復元
高床倉庫茅葺葺
替体験会1回，
草刈6回
（昨年度実績草
刈5回，高木剪
定1本，枯木伐
採2本）

文化財保護及び啓発事業活動
による市民への周知について
継続的に取り組んでいること
は評価できる。事業の効果を
さらに高めるには，文化財市
民ボランティアの育成が重要
である。新規登録者増加に向
けた広報活動の実施やボラン
ティアに対する研修の充実な
どの取組をさらに推進してい
ただきたい。

きめ細かな啓発事業（講演
会・講座・パンフレット等印
刷・出土品展示・発掘調査現
地説明会，広報あしや記事掲
載，広報番組放送）が着実に
成果をあげていることは大い
に評価できる。今後は，文化
財の保護・活用について，文
化財市民ボランティアの拡
充，育成を期待する。

文化財保護及び啓発事業で
は，市内の文化財や芦屋の
歴史について，市民により
知っていただき，地域に対
する愛着をさらに深めてい
ただけるよう，今後も歴史
講座や展示，パンフレット
の刊行などの啓発活動をさ
らに発展させていく必要が
ある。
国指定史跡会下山遺跡につ
いては，今後の整備・活用
について具体的に検討を進
めていく必要がある。
文化財の保護・活用につい
て，文化財市民ボランティ
アの拡充，育成が必要であ
る。

文化財保護及
び啓発事業

市内の文化財の学術的・本
質的価値を明らかにし，そ
の意義を市民に周知するこ
とによって，市民の地域に
対する愛着を高めるととも
に文化財の後世への継承を
図る。

啓発事業では，公民館と共催
で，古代国家をテーマにした
講座４回，阪神間モダニズム
をテーマにした講座４回，芦
屋の空襲をテーマにした文化
セミナー1回を開催した。市
民ボランティアが主体となっ
て，市民センター展示室で出
土品の展示会を２回開催し
た。
国指定史跡会下山遺跡では，
復元高床倉庫の屋根の茅の葺
き替え事業を実施し，関連事
業として茅葺き体験会を開催
した。

生涯学習課
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学識経験者(浅野氏) 学識経験者(槇谷氏）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価

取組・成果 事　　務　　局
事　業　内　容 所管課名事務事業名

埋蔵文化財の発掘調査を実
施した。

調査件数13件
（昨年度実績
12件）

出土遺物等の管理及び調査
報告書を作成した。

調査報告書刊行
2冊
（昨年度実績3
冊）

文化財保護審
議会の運営

教育委員会の諮問に応じ，
市指定文化財の指定及びそ
の指定の解除その他文化財
の保存及び活用に関する重
要な事項について調査・審
議等を行う。

文化財保護審議会は，市指
定文化財の指定について，
教育委員会の諮問を受け，
調査・審議し，その学術的
価値を答申した。

2回
（昨年度実績1
回）

文化財保護審議会では，市指
定文化財の指定について，市
教育委員会の諮問に対して，
調査を踏まえて答申し，1件
（芦屋神社境内古墳）が指定
された。

文化財保護審議会で市指定
文化財の指定について調
査・審議し，答申を経て，
新規の市指定文化財の指定
を目指す。

これまでの調査・審議会，及
び答申に向けた継続的な取組
は評価できる。また，市指定
文化財が１件指定を受けたこ
とも評価できる。

文化財保護審議会では，市教
育委員会の諮問に対して，調
査を踏まえて答申し，1件
（芦屋神社境内古墳）が市指
定文化財として指定されたこ
とは評価できる。今後も，引
き続き調査・審議・答申のプ
ロセスを経て新規の市指定文
化財の指定を期待する。

生涯学習課

市民センター
管理運営

生涯学習や社会福祉活動の
場所を提供する。

市民センター（市民会館，
ルナ・ホール，公民館）の
施設の貸出しを実施した。

利用件数
16,580件
（昨年度実績
15,859件）

施設の貸出し件数は，前年度
に引き続き増加傾向にある。
民間事業者へ委託した駐車場
の利用も順調に増加傾向にあ
る。

ルナ・ホール内，特に舞台
関係設備が老朽化してお
り，平成２８年度１月から
５月にかけて改修工事を実
施する。

施設の利用件数が増加してい
ることは望ましい。さらに駐
車場の民間委託により利用が
増加傾向であることは評価で
きる。改修した設備の活用方
法を工夫する必要がある。

施設の貸出し件数の増加傾
向，民間事業者へ委託した駐
車場の利用も増加傾向にある
ことは評価できる。

市民セン
ター

市民ギャラリーを開催し
た。

参加団体15団
体，
来場者数
5,138人
（昨年度実績
13団体，
4,292人）

市民ステージを開催した。

参加団体
9団体，
来場者数
3,003人
（昨年度実績
13団体，
5,160人）

市民絵画展を開催した。

出品数46点，
観覧者数452
人
（昨年度実績
38点，463
人）

文化財発掘調査事業では，最
少の経費で効果を得る取組を
実践したことは評価できる。
今後も，出土品の整理では，
市民ボランティアとの積極的
な協働による文化財調査の拡
充を期待する。

民間事業者による企画で事業
の安定的な実施は評価でき
る。今後も，引き続き，芦屋
さしらを訴求する催しの企画
と実施を期待する。

市民ギャラリー，市民ステー
ジ，市民絵画展の開催など，
魅力的な場を継続的に設定し
ていることは評価できる。今
後は，参加団体の拡大を期待
する。

文化財発掘調査事業では，
出土品の整理について，そ
の方法や内容の見直しを図
り，経済性をより一層高め
ていく必要がある。さら
に，文化財ボランティアと
の連携による文化財調査の
拡充を図っていく必要があ
る。

色々な学習を行っているグ
ループ等に日ごろの学習成
果を発表する機会を提供
し，さらなる学習の意欲を
引き出すことにより，生涯
学習の推進を図る。

最少の経費で効果をあげてい
ることは評価できる。市民ボ
ランティアとの協働体制づく
りをさらに進めるとともに，
文化財調査の拡充を図ること
が望まれる。

落語会，映画会，音楽コン
サート，トークと講演と講
談，富田砕花校歌祭等を実
施した。

民間委託事業が軌道にのり，
魅力的な事業が企画・実施さ
れていることが評価できる。
芦屋出身者に関する催しを成
功させてほしい。

市民会館文化事業では，参加
団体拡大などの課題はある
が，前年に引き続き事業を実
施し市民に楽しんでいただけ
た。

ルナ・ホール
事業

音楽コンサート，落語，映
画等の芸術を鑑賞する機会
を提供することにより市民
文化の振興を図る。

14回，延入場
者数6,986人
（昨年度実績
14回，6,873
人）

民間事業者による企画で事業
を実施した。
落語会，映画会，能・狂言鑑
賞の会はもとより，芦屋ゆか
りの作曲家貴志康一に関する
コンサートも実施できた。

平成２８年度は民間事業者
の企画で，本市出身の作
家，須賀敦子をテーマとし
た催しを実施したい。

市民会館文化
事業

文化財発掘調査事業では，既
存のデータを活用し，実施件
数が最小限になるように努め
た。出土品の整理では，市民
ボランティアとの積極的な協
働を図っており，最少の経費
で効果を得る取組を実践し
た。

文化財発掘調
査事業

市民会館文化事業では，参
加団体が毎年ほぼ同じであ
るため，参加団体の拡大を
目指していく。

建設工事などによって破壊
される埋蔵文化財を事前に
発掘調査で記録し，その調
査記録や出土品を市民の財
産にするとともに後世へ残
す。

市民ステージの来場者数が減
少している。参加団体の拡充
に向けた広報活動の充実や施
設使用に関する手続きの見直
し等について改善できるとこ
ろを検討していただきたい。

市民セン
ター

生涯学習課

市民セン
ター
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学識経験者(浅野氏) 学識経験者(槇谷氏）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価

取組・成果 事　　務　　局
事　業　内　容 所管課名事務事業名

講演・講座・
学級・教室等
の開催

年間を通して，市民の学習
ニーズ及び市の教育方針に
基づいて，講演・講座・学
級・教室等を開催する。

講座・講演・セミナー・子
ども教室等を実施した。

22講座，
40事業
（昨年度実績
17講座，38事
業）

平成24年度から民間事業者
に事業を委託した。
通常の公民館講座のほか，講
座で学ばれた方々が講座の講
師となった事業も５講座実施
した。

パソコン講座などで公民館
講座で学ばれた方々に講師
となっていただくなど，知
の循環型社会を目指してい
く。

市民を巻き込んだ循環型の事
業づくりは評価できる。市民
のニーズのうち開講できてい
ない講座等への工夫ある対応
を期待する。

民間事業者に事業を委託し，
安定した運営を継続している
ことは評価できる。今後も，
学ばれた方々に講師となって
いただき，講座・講演・セミ
ナー・子ども教室などが拡充
することを期待する。

公民館

芦屋川カレッジは，必修
コース36回と選択コース各
15回の講座を実施した。

定員110人
受講者数110
人
（昨年度実績
109人）

芦屋川カレッジ大学院（芦
屋川カレッジ修了生対象）
「日本と世界の巡礼路　～
人はなぜ旅に出たのか？
～」12回の講座を実施し
た。

定員100人
受講者数109
人
（昨年度実績
110人）

芦屋川カレッジ聴講生
（選択コース…2コース，各
9回）

定員100人
受講者数110
人
（昨年度実績
105人）

公民館図書室
の運営

生涯学習の推進並びに教養
の向上のため公民館の施設
として図書室を整備し，図
書館と連携を図って運営す
る。

図書を貸出しした。

利用者数
14,668人
（昨年度実績
13,920人）

図書館本館との連携し，図書
の貸出しなどを実施できた。

図書の貸出しなどを引き続
き実施する。

利用者数が着実に増加してお
り評価できる。さらに図書館
との連携を図り，魅力的な生
涯学習の場づくりに期待す
る。

公民館図書室の運営では，利
用者数も増加傾向にあり，大
いに評価できる。

公民館

常設展示事
業・公民館
ギャラリー

市民が学習成果を発表する
場を提供するとともに，文
化意識の向上を図るため，
常設展示事業・公民館ギャ
ラリーを開設する。

常設展示・公民館ギャラ
リーにおいて展示を行っ
た。

常設展示9回，
ギャラリー20
グループ
（昨年度実績，
常設展示7回，
ギャラリー20
グループ）

平成25年度から民間事業者
に事業を委託したが，平成
27年度も芦屋川カレッジ30
周年のあゆみ展や「会下山遺
跡を守り，活かす展」などの
事業が実施できた。

講座事業者と同じ事業者に
委託することにより，講座
事業と連携した常設展示を
実施する。

利用数が安定しており，評価
できる。常設展示や公民館
ギャラリーを広く市民に知っ
てもらうために広報活動等の
工夫を期待する。

常設展示・公民館ギャラリー
において展示等，市民参加型
の事業として定着してきたこ
とは評価できる。さらに，平
成27年度も芦屋川カレッジ
30周年のあゆみ展や「会下
山遺跡を守り，活かす展」な
どの事業が実施できたことも
評価できる。

公民館

公民館音楽会
市民がさまざまな音楽に親
しめる音楽会を開催する。

音楽会を実施した。
7回1,576人
（昨年度実績
5回981人）

民間事業者により，芦屋川カ
レッジ創立３０周年記念コン
サートもルナ・ホールで実施
するなど適切に事業を実施で
きた。

民間事業者により，芦屋の
魅力を発掘・発信するよう
な音楽会を実施したい。

音楽会の回数，参加者数とも
に昨年度と比べて増加してい
るのは評価できる。参加者の
ニーズをとらえ，さらなる運
営改善が望まれる。

民間事業者により，芦屋川カ
レッジ創立３０周年記念コン
サートも盛況であったことは
評価できる。今後も，引き続
き，芦屋の魅力を発掘・発信
するような音楽会を期待す
る。

公民館

きめ細かなカレッジ，大学院
などの定期的な開催は評価で
きる。今後も，ますます増え
る高齢者の学習機会の整備
と，社会的活動への参加促進
を図ることを期待する。

各カレッジとも定員以上の受
講生があり，取組が評価でき
る。引き続き受講生のニーズ
に応えられるカリキュラムの
工夫に期待する。

民間事業者のノウハウを活
用していく。

平成24年度から民間事業者
に事業を委託したが，平成
27年度も委託により事業実
施ができた。

公民館
芦屋川カレッ
ジ・芦屋川カ
レッジ大学院

高齢者の学習機会の整備と
社会的活動への参加促進を
図るため60歳以上の市民
を対象とした高齢者大学を
開催する。
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学識経験者(浅野氏) 学識経験者(槇谷氏）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価

取組・成果 事　　務　　局
事　業　内　容 所管課名事務事業名

打出教育文化
センター管理
運営

安全で美しい施設におい
て，様々な文化活動を行
い，コミュニティの場とし
て活用する。

貸室業務を実施した。

利用件数
485件，
利用者数
5,575人
（昨年度実績
546件，
6,543人）

打出教育文化センター管理運
営では，貸室事業は，市民の
方の文化的活動の場，地域活
動の場として，広く利用して
いただき，再度利用継続者が
多い傾向にある。利用者数も
安定しており，事業は順調に
実施できた。

打出教育文化センターの貸
室業務は，コミュニティの
場，自治会会合等憩いの場
及び話し合いの場となって
いる。教職員研修所として
の利用分担や連携を図りが
ら，更なる活用のPR，ギャ
ラリーの企画充実に努め
る。

利用件数，利用者数ともに昨
年度と比べて減少している。
施設のPRや利用手続きの簡
略化，ギャラリーの企画充実
等，運営を工夫して，更に多
くの市民が訪れる施設となる
ことを期待する。

打出教育文化センターの貸室
業務は，コミュニティの場，
自治会会合等憩いの場及び話
し合いの場として定着してい
る。今後も，更なる活用の
PR，ギャラリーの企画充実
を期待する。

打出教育文
化センター

広域の各種競技会等に必要
な経費の一部を助成し，意
欲の醸成を行う。

スポーツ交流事業助成金を
交付した。

78件，513
人，2団体
（昨年度実績
72件，437
人，1団体）

優秀なスポーツ選手等を表
彰することにより，スポー
ツ活動の一層の促進及び充
実を図る。

スポーツ賞表彰を実施し
た。

実技表彰54
人，
功労表彰８人
（昨年度実績
実技表彰35
人，功労表彰0
人）

芦屋市スポーツ推進実施計
画前期5カ年計画を策定し
た。

ー

スポーツリーダー講習会を
実施した。

47人 (３講
座）
昨年度実績
56人(３講座）

ニュースポーツ，競技ス
ポーツ，障がい者スポー
ツ，スポーツ啓発事業を実
施した。

37回，1,873
人
（昨年度実績
41回，2,433
人）

市民ゴルフ大会を開催し
た。

参加者数109
人
（昨年度実績
121人）

体力づくり強調月間行事
（体育の日の行事を含む）

参加者数
1,845人32事
業
（昨年度実績
1,382人29事
業）

スポーツ推進実施計画（前
期）を踏まえ，ライフステー
ジに応じたスポーツを推進し
ていることは大いに評価でき
る。今後も，本市の課題とし
て，子どもの体力低下や高齢
者の体力つくり提供，地域ス
ポーツの活性化に重点を置い
た取組を期待する。

「貯筋運動」や「かんたんス
トレッチ」等の取組を継続し
て推進しているのは評価でき
る。今後は，芦屋市スポーツ
推進実施計画前期5カ年計画
に基づき，子どもの体力低下
への対応，高齢者の体力づく
り，地域スポーツの活性化等
の課題解決に向けた取組を着
実に進めていただきたい。

競技スポーツに打ち込むア
スリートが必要な施設整備
をするには，土地や財政面
において課題であるが，地
域においてスポーツの振興
を図り，スポーツ文化の推
進を行っていく。

スポーツ推
進課

スポーツ推
進課

本市の課題として，子ども
の体力低下や高齢者の体力
つくり提供，地域スポーツ
の活性化が挙げられる。具
体的には，「ファミリース
ポーツ」の推進をすすめ
る。また，高齢者は健康寿
命を上げる「貯筋運動」を
すすめる。地域へは「ラジ
オ体操」を普及していく。

スポーツ振興
基金事業

実技表彰・功労表彰共に増加
している。できるだけ多くの
功労者を評価し認めているこ
とは評価できる。今後も一定
の予算化により，この事業を
継続していくことでスポーツ
の振興を図っていただきた
い。

本事業は毎年継続して実施し
ていることで，アスリートが
育つ環境を整備してきたこと
は大いに評価できる。今後
は，競技スポーツに打ち込む
アスリートが必要な施設整備
の創設を工夫することを期待
する。

生涯スポーツ
推進事業

本事業は競技スポーツに打ち
込む選手や地域でスポーツの
指導を長年にわたり行ってお
られる方の功労を称え表彰
し，競技等に必要な経費の一
部を助成している事業で，ス
ポーツ文化の推進に有意義な
ものと考えている。

健康増進を図り，生きがい
に満ちた豊かな生活の実現
を目指して，地域スポーツ
の活性化とスポーツ・
フォー・エブリワンの定着
を図る取組を行う。

スポーツ推進実施計画（前
期）を踏まえ，ライフステー
ジに応じたスポーツを推進し
ており，昨年11月から翌年3
月までの芦屋市立体育館・青
少年センターの改修を行った
期間については，体育館・青
少年センターでの活動は，で
きなかったものの，子どもの
居場所づくり推進事業やしょ
うがい者とのスポーツ交流ひ
ろばの実施を行い，高齢者や
低体力者向けに新たな啓発事
業として「貯筋運動」や「か
んたんストレッチ」を昨年度
に引き続き，すすめている。
また，地域の体力つくり事業
の一環として「ラジオ体操」
を見直し，その核となる指導
者養成を始め，市民ラジオ体
操講習会を行い，市民へ普及
していく予定である。
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学識経験者(浅野氏) 学識経験者(槇谷氏）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価

取組・成果 事　　務　　局
事　業　内　容 所管課名事務事業名

体育館・青少年センター他4
施設は，特定非営利活動法
人芦屋市体育協会を指定管
理者として管理運営を行っ
ている。

ー

海浜公園プールは，平成26
年7月からの指定管理者選定
を行い，OGS・エスキュー
ブ・NBS芦屋海浜公園水泳
プール共同事業体が，運営
業務を行っていたが，共同
事業体の１社のＮＢＳ（日
本ビルサービス株式会社）
が株式会社ビル代行と統合
し，企業の規模の拡大を図
り，指定管理者名もOGS・
エスキューブ・グローブ
シップ芦屋海浜公園水泳
プール共同事業体に改め
て，利用者に対して，これ
まで以上の「安全，サービ
ス」を行っている。

ー

朝日ヶ丘公園有料公園施設
（芦屋市民プール）は，特
定非営利活動法人芦屋水練
学校を指定管理者として運
営を行っている。

ー

芦屋公園有料公園施設（芦
屋公園庭球場）では，芦屋
国際ローンテニスクラブと
芦屋市体育協会事業連合を
指定管理者とし，管理運営
を行っている。

ー

社会体育施設の管理運営事業
では，指定管理者選定などを
通した安定的な管理運営が行
われており評価できる。今後
は，公施設運営と指定管理制
度による運営のあり方につい
て，マネジメントの評価基準
を精査することを期待する。

費用と効果，両面を考慮した
運営方法の工夫については評
価できる。今後は，運営管理
者との調整を密にしながら，
指定管理者制度による，より
望ましい公施設運営を推進し
ていただきたい。

スポーツ推
進課

図書館運営事業では，利用者
数，貸出冊数ともに昨年度と
比較して増加している。
平成27年度は，新しい集会
行事を企画するなどの取組に
よって，子どもの参加者数が
大幅に増えていることから，
事業の充実も図書館利用増加
の要因と考えられる。また，
図書予約処理件数は10, 973
件増加した。

社会体育施設の管理運営事業
では，最少の経費で最大の効
果を目指す指定管理の目的は
おおむね達成されている。ま
た，指定管理4施設のうち3
施設については，指定管理期
間が26年度から体育館・青
少年センターと朝日ケ丘公園
水泳プールの2施設を非公募
で海浜公園水泳プールの1施
設を公募施設として，指定管
理をおこなった。

図書館

子どもたちに図書館を活用
してもらえるよう，今後も
事業や児童用資料の充実を
図る。

新しい集会行事などの取組に
よって，子どもの参加者数が
大幅に増えていることは評価
できる。事業の充実や学校と
の連携等によって，今後，さ
らに利用者数を増加させるこ
とを期待する。

図書館運営事業では，利用者
数，貸出冊数ともに昨年度と
比較して増加していることは
大いに評価できる。今後も，
子どもたちに図書館の活用を
促進する施策や資料の充実を
期待する。

図書館運営事
業(収集整理利
用)

資料を収集・整理・保存
し，市民等利用者に貸出等
のサービスを行い，情報収
集やレクリエーションの場
を提供する。

図書等の貸出しを行った。

利用者数
205,797人
貸出冊数
770, 452冊
予約処理件数
150,436件
（昨年度実績
202,641人
760,050冊
139,463件）

社会体育施設
の管理運営事
業

市民の体育及びレクリエー
ション活動の振興に寄与す
る施設として，社会体育施
設の適正な管理運営を行
う。

公施設としての設置目的を
逸脱しない範囲で管理者が
市民サービスを提供してい
るが，スポーツ施設では，
自主事業を主体的とした運
営となる傾向にあり，公施
設運営と指定管理制度によ
る運営のあり方に苦慮して
いる。また，施設の老朽化
がすすんでおり，効果的な
運用を行うために改修を
行っていく必要がある。
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Ⅳ　学識経験者による重点目標ごとの総合コメント

１　豊かな「人間力」をはぐくむために，考える力や創造性を伸ばす教育を進めます

兵庫教育大学大学院　　教授　　浅野　良一　氏 摂南大学　教授　　槇谷　正人　氏

13の事業の自己点検・評価結果は，おおむね適切であり，
それぞれの事業目標についての達成度もほぼ目標通りで
あると判断しました。
特に，県立学校と連携し，中学生の英語スピーチコンテス
トが実施されたことは，国際化に向けた人材育成に寄与す
ることが期待されるため，益々の発展・充実を期待します。
また，潮見中学校で学校給食が開始されたことや，給食費
の取り扱いを公会計とし，そのシステムを構築することがで
きたことは評価できます。
芦屋市の様々な資源の強みを活用した取組は，これから
も推奨したいと思います。
数値のみに目を奪われることなく，しかし数値は市民に
とって分かりやすい「目安」であることも理解した上で，なお
一層の工夫を期待します。

　各事業の自己点検・評価結果は，適切であると判断でき
る。大いに評価できる活動は，①各園での研究会で幼児理
解を深めてきた活動，②小中学校の教員の相互交流による
連携を深めたこと，③作品の展示や発表，表彰等を行うこと
により，子どもたちの活動意欲の向上が図れたこと，④幼小
連携を図り，幼児児童の成長を継続的にとらえた授業づくり
の研究，⑤衛生管理の徹底のため，継続的な研修会情報
交換会等の活動である。
　今後の課題は，①教育の情報化や，アクティブラーニング
への取組など，授業改善活動に積極的な取組，②衛生管理
徹底のための早急な学校給食異物混入対応マニュアルの
見直しである。
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兵庫教育大学大学院　　教授　　浅野　良一　氏 摂南大学　教授　　槇谷　正人　氏

7事業の自己点検・評価結果は，おおむね適切であり，そ
れぞれの事業目標についての達成度もほぼ目標どおりであ
ると判断しました。
特に社会の変化に伴った今日的な課題に向き合う職員研
修の実施や，防災マニュアルを見直し改訂版が配布された
ことは評価されます。
今後益々複雑・多様化してくる児童生徒の命と人権に係る
問題に対して，学校だけで解決を図ることが難しくなってき
ます。関係各署，専門機関と連携した取組の充実と，家庭
や社会全体で児童生徒の安全・安心を実現することが重要
です。

　各事業の自己点検・評価結果は，おおむね適切であると
判断できる。大いに評価できる活動は，①児童生徒に係る
様々な問題に対して早期発見，早期対応を行うことができた
こと，②学校との連携を密にすることで１０名の児童生徒が
学校へ部分復帰又は完全復帰できたこと，③避難所とし
て，各学校園における開設当初の部屋の割振りをあらかじ
め決めておくようにした点である。
　今後の課題は，①ネットによる人権侵害の問題への対応
と，LGBTへの理解，②設置した「いじめ防止審議会」により
問題を発見するだけでなく，未然に防止するための課題を
発見するための活動，③避難所班としての行動マニュアル
の作成が早急に必要な点である。

２　命と人権を大切にする教育の充実に取り組みます
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各事業の自己点検・評価結果は，おおむね適切であると
判断できます。特に，教育ボランティアが毎年のように増加
していることは，学校の教育活動が充実するとともに，地域
の方々や保護者の参画と協働が進んでいる結果とも考えら
れます。これらの取組による成果を学校園間で共有すること
で，より特色ある教育活動の推進につなげることができると
思います。
課題は，学校の中核となるミドルリーダーと若手教員の育
成です。この課題は，本市だけではなく，近隣の県や市町の
共通の課題となっています。先進的な取組を参考に，校内
での若手教員の育成を通してミドルリーダーの能力開発を
図り，研修と日常業務の両面で教員を育成する仕組みの構
築が期待されます。

　各事業の自己点検・評価結果は，おおむね適切であると
判断できる。大いに評価できる点は，①特色ある教育活動
を支援するボランティア活動人数が増加していること，②校
園長会，教頭会での情報提供・情報交換・情報共有の定例
的な開催で課題解決を実践していること，③ICT機器の活用
機会の増進してきた点である。
　今後の課題は，①学校園で，HPや学校園便りに掲載する
等の発信の強化，②第２期芦屋市教育振興基本計画の達
成目標プロセス管理の徹底，③ネットワークにかかわる情
報セキュリティ対策の強化，④継続的な各種給付に加え，
今後も，経済的困窮家庭への対策を検討することである。

３　信頼され魅力ある学校園づくりに取り組みます

兵庫教育大学大学院　　教授　　浅野　良一　氏 摂南大学　教授　　槇谷　正人　氏

36



４　自ら本を手に取り，本が好きな子どもを育てます

兵庫教育大学大学院　　教授　　浅野　良一　氏 摂南大学　教授　　槇谷　正人　氏

自己点検・評価結果はおおむね適切であり，それぞれの
事業目標についての達成度もほぼ目標通りであると判断し
ました。
「読書リスト４００選」については，新たに保育所や私立幼
稚園にも配布するなど対象を拡大し，啓発活動の充実を
図っていることは評価できます。読書活動にかかわる情報
を家庭・地域・学校に提供する機会を増やす等，読書好きな
子どもの育成の意義や目的について共有する取組の推進
が求められます。

　各事業の自己点検・評価結果は，適切であると判断でき
る。大いに評価できる点は，①学校図書館における図書貸
出冊数が着実な増加，②読書スタンプラリーのゴール達成
者増加など，各取組が成果をあげている点である。
　今後の課題は，①児童生徒が読書を楽しめる場の創設，
②『図書リスト４００選』を，おはなしノートと読書ノートで活用
することである。
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５　学校園・家庭・地域が連携して，子どもたちの育成を支えます

兵庫教育大学大学院　　教授　　浅野　良一　氏 摂南大学　教授　　槇谷　正人　氏

子どもたちの育成に関する取組は，他の取組と性格が異
なり，単年度では十分な成果が出ているのか見えてこない
部分もあります。
しかし，家庭・学校園・地域が共に協働する風土が市の中
で構築され，子どもたちの健全な育成に貢献していることは
高く評価できます。また，８事業の自己点検・評価はおおむ
ね適切であり，事業目標に対する達成度も満足出来るもの
と判断することができます。
一方で「あしやキッズスクエア事業」の開始により，関連す
る各事業の役割の整理も必要になっています。子どもたち
に生きる力を育み健全な成長へのサポートを行うため，各
種事業のさらなる充実を期待します。

　各事業の自己点検・評価結果は，適切であると判断でき
る。大いに評価できる点は，①青少年健全育成及び青少年
団体育成事業における継続的な活動，②芦屋市留守家庭
児童会事業の着実な実施による，入級児童数の増加，③多
世代交流や児童の体験活動を進めるとともに，大学生・高
校生のボランティアを派遣し，併せて青少年の育成も促進し
てきたこと，④青少年への有害環境対策における関係機関
との連携強化である。
　今後の課題は，①子ども会事業及び青少年健全育成事
業については，あしやキッズスクエアとの連携の中で進めて
いく仕組みづくりの創意工夫，②子ども若者計画の策定に
伴い，評価及び進行管理の結果を可視化すること，③青少
年愛護センター相談事業において豊かな経験を持ち適切な
アドバイスのできる人員の確保である。
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自己点検・評価結果はおおむね適切であり，それぞれの
事業目標についての達成度もほぼ目標通りであると判断し
ました。
今後は，「いつでも，どこでも，だれでも」参画できる学習
活動を通じて，芦屋地域のヒト・モノ・コトにふれ，芦屋地域
への愛着を深めていけるよう，指定管理者制度の効果的な
運用や各施設の活用方法について包括的に検討すること
が必要であると考えます。

　各事業の自己点検・評価結果は，適切であると判断でき
る。大いに評価できる点は，①発信する文化事業による入
館者数の大幅な増加，②講演・講座・学級・教室等の開催
において民間事業者に事業を委託し，安定した運営を継続
していること，③公民館図書室の運営では，利用者数も増
加傾向であること，④スポーツ推進実施計画（前期）を踏ま
え，ライフステージに応じたスポーツを推進していること，⑤
図書館運営事業では，利用者数，貸出冊数ともに昨年度と
比較して増加していることである。
　今後の課題は，①第２次芦屋市生涯学習基本構想に基づ
く事業において，新しい時代に対応するための多彩な事業
手法を，継続的に検討すること，②講演・講座・学級・教室
等の開催において引き続き，芦屋らしさを訴求する催しの企
画と実施することである。

６　「いつでも，どこでも，だれでも」参画できる生涯学習社会づくりを推進します
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   分権化社会のもと，地方における教育委員会の責任と役割はますます重要

となっております。 

   こうした中，毎年度，事務事業の執行状況に応じて「点検」・「評価」し 

  て，その改善策を検討し，実行に移すこの過程を公表していくことは，教 

育委員会の果たすべき役割とその意義を広く市民の皆様にお伝えし，お知 

らせするよい機会であると考えています。 

 今後も開かれた教育行政の実現を図る上で，「点検」・「評価」を継続的に 

実施し，その結果を広く公表してまいりますので，市民の皆様におかれま 

しては，ご理解とご協力をよろしくお願いいたします。 

平成 2８年度(平成 2７年度対象) 

芦屋市教育委員会事務の点検及び評価報告書 

         平成 2８年 9 月 

                   芦屋市教育委員会 

〒659-8501 

         兵庫県芦屋市精道町７番６号 

                 TEL (0797)38-2085 

FAX  (0797)38-2166  




